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１．東金市第４次総合計画 実施計画について 

 
（１）総合計画における位置付け 

  実施計画は、東金市第４次総合計画において、次のとおり位置付けられています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）実施計画の目的 
  東金市第４次総合計画の基本構想に定めた将来像の実現を目指して、基本計画で定めた施策や展開

等を実効性を持って効果的に推進するため、今後市として取り組むべき事業の内容等を定める実施計

画を策定します。 
  この計画は、２年間における主要事業の方向性を定め、行政内部の事業実施の指針であるとともに、

東金市総合計画に沿って行う施策を、市民をはじめとした本市に関わりのある方々へ伝えるものです。 
 
（３）実施計画の期間 

  実施計画については計画期間を２年間とし、毎年度見直すローリング方式とします。 
 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和８年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 

基
本
構
想 

          

基
本
計
画 

          

実
施
計
画 

          

基本構想（ビジョン） 

基本計画（プラン） 

実施計画（アクション） 

本市が目指すべき将来像やそれを実現す

るための行政運営方針等を示すもので

す。 

基本構想に掲げるまちづくりの将来像を

達成するために推進すべき施策の内容を

示すものです。 

基本計画に示された施策を実施するため

の具体的事業内容、財源等を示すことに

より、優先的に実施する事業を定めるも

のです。 

目指すべき将来像 

「豊かな自然と伝統を守り 

未来へ続くＭｙＣｉｔｙ東金」 

基本構想（１０年間） 

前期基本計画（５年間） 後期基本計画（５年間） 

実施計画（２年間） 

※実施計画は毎年度２か年ローリング方式 

実施計画（２年間） 

実施計画（２年間） 



２ 

 

２．ＳＤＧｓへの取組みについて 

 
（１）ＳＤＧｓとは 
  ＳＤＧｓとは、「Sustainable Development Goals」の略で、2015 年９月の国連サミットにおいて 2030

年までの長期的な開発の指針として採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」の中核を

成す「持続可能な開発目標」であり、先進国を含む国際社会共通の目標です。 

  日本においても、2016 年に実施指針を決定し、「持続可能で強靭、そして誰一人取り残さない、経済、

社会、環境の統合的向上が実現された未来への先駆者をめざす」ビジョンのもと、17 の目標と 169 の

ターゲットにより、国内実施と国際協力の両面で国際社会をリードしていくとしています。 

 

（２）本市の取組みについて 
  本市のまちづくりの羅針盤である総合計画に示した将来像や各施策の方向性は、スケールは違うも

のの「誰一人取り残さない」というＳＤＧｓの理念と一致していることから、総合計画を推進してい

くことが、ＳＤＧｓの達成につながります。 

  そこで、本実施計画の各施策がＳＤＧｓの 17 の目標のうち、どの目標に該当するのかを明示するこ

とで、職員や市民の方々がＳＤＧｓをより意識することにより、ＳＤＧｓ達成に向けて各事業を推進

します。 

 

 

 

    

    

   

 

 
 
 
 
 
 
  

ＳＤＧｓ １７の目標 
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３．分野別計画について 

 
 

 

 
 

市民が安心して、結婚、妊娠、出産、子育てができるまちを創ります。また、学校、家庭、地域

が連携し、子どもが心身共に健やかに成長できるまちを目指し、子どもたちの今と未来を創ります。 

 

 

（１）子育て支援の充実 

（２）幼児教育・保育の充実  

（３）学校教育の充実 

（４）成長を支える地域・社会づくりの推進 

 
 
  

子どもたちの今と未来を創る 

まちづくりの柱１ 

まちづくりの柱を実現させるための施策 
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子どもたちの今と未来を創る 
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事 業 名 東金市子ども・子育て支援事業計画の推進 担当課 こども課 

事業内容 
「第２期東金市子ども・子育て支援事業計画」を推進します。 

次期計画策定にあたって、市民のニーズを把握するための調査を実施し、その結果を反映させます。 

現計画の進行及び次期計画策定にあたっては、東金市子ども・子育て会議を開催し、その意見を聞きます。 

期待される 

効果 

就学前児童の教育・保育サービスの量の見込みに基づく提供体制の確保を図ることで、全ての保護者が

自らの望む教育・保育サービスを利用できることが期待されます。 

また、地域子ども・子育て支援事業の維持・拡充により、保護者の抱え持つ子育ての不安や負担感を和

らげ安心して子育てができる地域づくりにつながります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆東金市子ども・子育て会議を開催し、子ども・子育て

施策について審議します。 

◆教育・保育サービス及び地域子ども・子育て支援事業

の利用量及び提供体制について、その進捗状況を取り

まとめ、東金市子ども・子育て会議の審議に付します。 

◆令和７年度からの第３期東金市子ども・子育て支援事

業計画を策定します。 

◆東金市子ども・子育て会議を開催し、子ども・子育て

施策について審議します。 

◆教育・保育サービス及び地域子ども・子育て支援事業

の利用量及び提供体制について、その進捗状況を取り

まとめ、東金市子ども・子育て会議の審議に付します。 

 

 

予算額            ３，６０９千円 計画額（概算）          ２８８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

地域子育て支援拠点事業の延べ

利用人数 

（量の見込み） 

人 6,692 14,000 14,000 

地域子育て支援拠点事業の延べ

利用人数 

（供給量） 

人 15,100 15,100 15,100 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

1-⑴ 子育て支援の充実 

未来を担う子どもが健やかに産まれ、元気に成長でき、全ての子育て家庭が子育てに伴う

喜びを実感できるよう、妊娠期から子育て期まで切れ目のない子育て支援体制の一層の充実

に努めるとともに、安心して出産、子育てのできる環境の更なる整備を推進します。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 
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事 業 名 
東金市子ども・子育て支援事業計画の推進 

（ファミリー・サポート・センター事業） 
担当課 子育て支援課 

事業内容 「第２期東金市子ども・子育て支援事業計画」を推進します。 

期待される 

効果 

育児の援助を受けたい人と育児の援助を行いたい人からなる会員組織で、子育てが大変なときに支援し

あうサポートシステムとなるものです。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆ファミリー・サポート・センター事業アドバイザーを

配置します。 

◆ファミサポだよりを発行します。 

◆ファミリー・サポート・センター事業アドバイザーを

配置します。 

◆ファミサポだよりを発行します。 

予算額            １，８５８千円 計画額（概算）        １，８５８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

ファミリー・サポート・センター

事業の延べ活動件数 

（量の見込み） 

件 500 500 500 

ファミリー・サポート・センター

事業の延べ活動件数 

（供給量） 

件 640 640 640 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 利用者支援事業（基本型） 担当課 子育て支援課 

事業内容 子どもや保護者の身近な場所で、「妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援」を実施します。 

期待される 

効果 

◆基本型利用者支援事業 

 子育て支援コーディネーターが子育て中の住民目線で相談支援を行い、内容に応じ各種支援や相談を

行う機関につなげることで子育て中の家庭の不安や問題を取り除きます。 

◆養育支援訪問事業 

 養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し専門職が訪問し、指導、助言等を行うことで、適切

な養育の実施を確保することができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

「妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援」を確保

する機能をもつ仕組みを構成するため、地域子ども・子

育て支援事業に定められた「利用者支援事業」及び「養

育支援訪問事業」を実施します。 

「妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援」を確保

する機能をもつ仕組みを構成するため、地域子ども・子

育て支援事業に定められた「利用者支援事業」及び「養

育支援訪問事業」を実施します。 

予算額            １，６０９千円 計画額（概算）        １，６０９千円 

経営重点戦略 ○ 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 利用者支援事業（母子保健型） 担当課 健康増進課 

事業内容 
子どもや保護者の身近な場所で、「妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援」を実施します。 

また、妊娠届出時に保健師等の専門職が全数面接し、妊娠期から必要な支援を行うとともに、出産後は

全戸訪問を実施し、子育て支援情報を提供し安心して子育てに取り組めるよう支援します。 

期待される 

効果 

安心して妊娠から出産、育児が行えるよう切れ目のない支援をすることで、東金市で子育てをしていき

たいと思える保護者の増加を図ろうとするものです。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆利用者支援事業母子保健型を実施します。 

◆全戸訪問事業を実施します。 

◆出産・子育て応援交付金事業を実施します。 

◆利用者支援事業母子保健型を実施します。 

◆全戸訪問事業を実施します。 

◆出産・子育て応援交付金事業を実施します。 

予算額           ３１，８５８千円 計画額（概算）       ３１，８５８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

ゆったりとした気分で子どもと

過ごせる時間がある母親の割合 
％ 72.4 73.0 74.0 

この地域で今後も子育てをして

いきたいと思う親の割合 
％ 93.0 92.0 93.0 

経営重点戦略 ○ 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 子ども医療費扶助事業 担当課 子育て支援課 

事業内容 高校３年生相当年齢までの入院・通院・調剤に対し、医療費の一部を助成します。 

期待される 

効果 

子育て世帯の経済的負担の軽減を図り、子どもたちの健やかな成長のため子育て環境の充実を推進しま

す。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

高校３年生相当年齢までの入院、通院、調剤に対し、医

療費の一部を助成します。 

助成額については、市民税の所得割が課税の場合１日

（回）300 円・非課税の場合０円を除いた額となります。 

高校３年生相当年齢までの入院、通院、調剤に対し、医

療費の一部を助成します。 

助成額については、市民税の所得割が課税の場合１日

（回）300 円・非課税の場合０円を除いた額となります。 

予算額          １６３，３８８千円 計画額（概算）      １６３，３８８千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 児童館運営事業 担当課 子育て支援課 

事業内容 
児童館において、様々な事業を行い、子どもの育ちや保護者同士の交流の場を提供し、子育て家庭への

支援を行うものです。 

期待される 

効果 
遊びを通して児童の健康を増進し、豊かな情操を育むことです。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆各種カテゴリーの事業を実施します。 

◆施設の維持管理を実施します。 

◆児童厚生員を雇用します。 

◆各種カテゴリーの事業を実施します。 

◆施設の維持管理を実施します。 

◆児童厚生員を雇用します。 

予算額           １５，９１２千円 計画額（概算）       １５，９１２千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ― 
 



７ 
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事 業 名 母子包括支援事業 担当課 健康増進課 

事業内容 
妊娠・出産期及びその後の子育て期を通して切れ目のない支援体制を整備するため、マタニティサロン

や産後ケア事業を実施します。 

期待される 

効果 

妊産婦やその家族が家庭や地域における孤立感を軽減し、安心して妊娠期を過ごし、育児に臨めるよう

サポートすることができるようにするものです。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆マタニティサロンを実施します。 

◆宿泊型、日帰り型及び訪問型産後ケア事業を実施しま

す。 

◆多胎家庭サロンを実施します。 

◆マタニティサロンを実施します。 

◆宿泊型、日帰り型及び訪問型産後ケア事業を実施しま

す。 

◆多胎家庭サロンを実施します。 

予算額            ４，３３４千円 計画額（概算）        ４，３３４千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

産後に助産師や保健師等からの

ケアを受けることができた人の

割合 

％ 84.0 89.0 90.0 

経営重点戦略 ○ 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 母子健康診査事業 担当課 健康増進課 

事業内容 
医療機関委託の妊婦・乳児健康診査のほか、集団で実施する幼児健康診査等を実施し、各時期における

疾病等の早期発見、保健師等の専門職による個別相談を行い、保護者の育児不安の軽減や虐待の早期発

見に努めます。 

期待される 

効果 
子どもの疾病等の早期発見による保護者の育児不安の軽減、虐待の早期発見につなげるものです。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆妊婦、乳児健康診査を医療機関へ委託します。 

◆多胎妊婦健診費の給付を行います。 

◆新生児聴覚スクリーニング検査を医療機関へ委託し

ます。 

◆４か月児相談を実施します。 

◆１歳６か月児・３歳児健康診査を実施します。 

◆２歳児歯科健康診査を実施します。 

◆未熟児養育医療の給付を行います。 

◆妊婦、乳児健康診査を医療機関へ委託します。 

◆多胎妊婦健診費の給付を行います。 

◆新生児聴覚スクリーニング検査を医療機関へ委託し

ます。 

◆４か月児相談を実施します。 

◆１歳６か月児・３歳児健康診査を実施します。 

◆２歳児歯科健康診査を実施します。 

◆未熟児養育医療の給付を行います。 

予算額           ３６，６２０千円 計画額（概算）       ３６，６２０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 母子健康相談・教育事業 担当課 健康増進課 

事業内容 
乳幼児の健康増進と保護者の育児不安の軽減を図るため、専門職による各種相談・教室事業を実施します。 

小中学生等にむし歯予防や思春期健康教育など正しい知識の普及に努めます。 

期待される 

効果 

◆特別な支援が必要な子どもに対する相談体制を整えることで、保護者の育てにくさの軽減が図られます。 

◆発達に課題のある子どもやその保護者が適切な支援を受けることで、子どもの育ちと暮らしの安定が

図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆「すくすく育児相談」を実施します。 

◆「ことばと発達相談」を実施します。 

◆「親子教室」を実施します。 

◆「はみがき教室」・「ブラッシング指導」を実施します。 

◆「思春期健康教育」を実施します。 

◆「すくすく育児相談」を実施します。 

◆「ことばと発達相談」を実施します。 

◆「親子教室」を実施します。 

◆「はみがき教室」・「ブラッシング指導」を実施します。 

◆「思春期健康教育」を実施します。 

予算額              ７９６千円 計画額（概算）          ７９６千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

子どもの社会性の発達過程を

知っている親の割合 
％ 84.0 89.0 90.0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 放課後児童健全育成事業 担当課 学校教育課 

事業内容 
小学校の放課後等に家庭保育が難しい児童に対し、適切な遊びや生活の場を提供し、監護を行うことで

児童の健全な育成を図ります。 

期待される 

効果 

家庭保育が難しい世帯の児童に対し適切な遊びや生活の場を提供することで、子どもの健全な育成と市

民の就労の両立を支援します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆学童クラブの運営を行います。 

◆業務委託の実施について調査を進め、委託業務及び事

務手続きを精査し関係者と調整を図ります。 

◆学童クラブの運営を行います。 

◆業務委託の実施について調査を進め、委託業務及び事

務手続きを精査し関係者と調整を図ります。 

予算額          １９０，０９３千円 計画額（概算）      １９１，０００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

学童クラブの在籍児童 

（量の見込み） 
人 447 497 497 

学童クラブの在籍児童 

（供給量） 
人 588 543 543 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 結婚新生活・子育てスタート支援事業 担当課 
・企画課 

・子育て支援課 

事業内容 
更なる子育て支援策の充実、またそれによるまちの魅力づくりに向け、結婚や子育てといったライフス

テージの入口から途切れのない支援の取組を進めます。 

期待される 

効果 

◆結婚新生活支援事業 

 婚姻による新生活に係る住居の取得費、賃料、引越費用等に対する支援を行うことで、婚姻に伴う経

済的な不安の軽減、また解消が図られ、若い世代の定住促進などによる地域における少子化対策の推

進に寄与します。 

◆子育てスタート支援事業 

 子どもを産み育てる世帯を対象に、子どもの誕生を祝い、健全な育成の支援を目的とした支援金を交

付することで、地域における少子化対策の推進が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆結婚新生活支援事業として、若者世代の婚姻による新

生活に係る住居の取得費、賃料、引越費用等に対する

支援を行い、婚姻に伴う経済的な不安を軽減、また解

消するとともに、若い世代の定住促進等、地域におけ

る少子化対策の推進を図ります。 

 ・対象…ともに 39 歳以下で世帯の所得合計額が 500

万円以下の世帯 

 ・補助金（上限）…30 万円（ともに 29 歳以下の世帯

…60 万円） 

 ・事業費…補助金：6,000 千円、通信運搬費：２千円 

◆子育てスタート支援事業として、子どもの誕生を祝

い、健全な育成を支援するため、子どもを産み育てる

世帯に対し支援金を交付します。令和５年４月１日か

ら令和10年３月31日までの５年間の時限的な事業実

施とし、事業の効果測定を行います。失効時までに事

業継続等の検討を行います。 

 ・対象…対象児童の保護者（父母、後見人等）であり、

対象児童の出生日において引き続き１年以

上市内に住所を有する者。 

 ・支援金額…対象児童１人につき５万円 

 ・事業費…補助金：14,000 千円、通信運搬費：33千円、

消耗品費：５千円 

◆結婚新生活支援事業として、若者世代の婚姻による新

生活に係る住居の取得費、賃料、引越費用等に対する

支援を行い、婚姻に伴う経済的な不安を軽減、また解

消するとともに、若い世代の定住促進等、地域におけ

る少子化対策の推進を図ります。 

 ・対象…ともに 39 歳以下で世帯の所得合計額が 500

万円以下の世帯 

 ・補助金（上限）…30 万円（ともに 29 歳以下の世帯

…60 万円） 

 ・事業費…補助金：6,000 千円、通信運搬費：２千円 

◆子育てスタート支援事業として、子どもの誕生を祝

い、健全な育成を支援するため、子どもを産み育てる

世帯に対し支援金を交付します。令和５年４月１日か

ら令和10年３月31日までの５年間の時限的な事業実

施とし、事業の効果測定を行います。失効時までに事

業継続等の検討を行います。 

 ・対象…対象児童の保護者（父母、後見人等）であり、

対象児童の出生日において引き続き１年以

上市内に住所を有する者。 

 ・支援金額…対象児童１人につき５万円 

 ・事業費…補助金：14,000 千円、通信運搬費：33千円、

消耗品費：５千円 

予算額           ２０，０４０千円 計画額（概算）       ２０，０４０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 幼保再編事業 担当課 こども課 

事業内容 
公立認定こども園への転換、民設民営認定こども園の誘致を進めます。 

また、ソフト面の一体化を進め、教育・保育の質をより高めていくため、幼保職員の合同研修を実施し

ます。 

期待される 

効果 

公立施設の認定こども園への転換により、地域の幼保それぞれのニーズに応え、円滑な小学校への接続

を図りうる施設にしていきます。 

民設民営認定こども園の誘致と施設更新による利用者の満足度向上を見込み、併せて民間施設が有する

人材確保面と認定こども園制度の優位性を生かした待機児童の解消が期待されます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆子どもの数の減少等の状況を踏まえつつ、「東金市就

学前児童施設の今後のあり方について」に基づき、幼

保再編を引き続き進めていきます。 

◆幼保再編の方針である「東金市就学前児童施設の今後

のあり方について」の改正に向けて準備を進めます。 

◆子どもの数の減少等の状況を踏まえつつ、「東金市就

学前児童施設の今後のあり方について」に基づき、幼

保再編を引き続き進めていきます。 

◆幼保再編の方針である「東金市就学前児童施設の今後

のあり方について」の改正に向けて準備を進めます。 

予算額              １５８千円 計画額（概算）          １５８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

公立認定こども園に転換した

施設 

※累計 

施設 2 3 3 

民間移行により開園した認定

こども園 

※累計 

施設 0 1 1 

経営重点戦略 ○ 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 幼稚園一般管理事業 担当課 学校教育課・こども課 

事業内容 
幼稚園教育要領等を踏まえ、幼児一人ひとりの発達に応じたきめ細かな指導と教育環境の充実を図るた

め、質の高い教育の実践に向けた幼稚園教員の研修の充実に努め、関係機関と連携しながら一層の指導

力向上を推進します。 

1-⑵ 幼児教育・保育の充実 

認定こども園化や民間の認定こども園の誘致により、公立教育・保育施設の有効利用や民

間移行といった幼保再編を図ることで、変化し、多様化する保護者のニーズに対応し得る充

実した幼児教育・保育の環境を整備します。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



１１ 

 

期待される 

効果 

一人ひとりの個性を認め、適切な幼児教育を行うため加配職員の配置等必要な支援を推進することで、

個々の幼児の実態に応じた指導に寄与します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆幼稚園経営を円滑に行うために、会計年度任用職員

（用務員）を必要数配置します。 

◆幼児教育に関する知識と情報を得るため、各団体等に

加入し、研修会等に参加します。 

◆幼稚園給食車の維持を行います。 

◆幼稚園における保護者メールシステムの委託を行い

ます。 

◆幼稚園経営を円滑に行うために、会計年度任用職員

（用務員）を必要数配置します。 

◆幼児教育に関する知識と情報を得るため、各団体等に

加入し、研修会等に参加します。 

◆幼稚園給食車の維持を行います。 

◆幼稚園における保護者メールシステムの委託を行い

ます。 

予算額           ２９，８０８千円 計画額（概算）       ２９，８０８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

特別な配慮が必要な子どもへの

支援強化 
％ 94.0 95.0 95.0 

家庭教育の充実 回 各園 2 各園 2 各園 2 

外国籍幼児初期支援研修 回 未実施 対象園 1 対象園 1 

幼児教育担当指導主事の配置 人 1 1 1 

教育委員会巡回訪問 回 各園 1 各園 1 各園 1 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 幼稚園教育振興事業 担当課 学校教育課・こども課 

事業内容 充実した教育活動ができるよう各種教育環境の整備を推進します。 

期待される 

効果 
各種教育環境の整備を推進することで、子ども達の健やかな成長に寄与します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆指導要録用消耗品や運動会・卒園時の記念品を購入し

ます。 

◆卒園証書の印刷を行います。 

 

◆指導要録用消耗品や運動会・卒園時の記念品を購入し

ます。 

◆卒園証書の印刷を行います。 

◆教育備品（ピアノ）の維持管理を行います。 

予算額              １９６千円 計画額（概算）          １９６千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 4 

事 業 名 幼稚園保育補助事業 担当課 学校教育課・こども課 

事業内容 
預かり保育について、幼稚園教育要領に規定した内容及び保育の受け皿としての機能・市民ニーズを踏

まえながら充実を図ります。 

期待される 

効果 
多様化する保護者の保育ニーズに寄与します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆通常保育時間及び預かり保育時間に、より充実した保

育を行うための必要な会計年度任用職員（保育補助

員・預かり保育講師）を必要数確保します。 

◆預かり保育を行うために必要な消耗品を購入します。 

◆通常保育時間及び預かり保育時間に、より充実した保

育を行うための必要な会計年度任用職員（保育補助

員・預かり保育講師）を必要数確保します。 

◆預かり保育を行うために必要な消耗品を購入します。 

予算額           ４４，２２５千円 計画額（概算）       ４４，２２５千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 保育所・認定こども園運営事業 担当課 こども課 

事業内容 
公立保育施設の運営に係る事務を行います。 

保育士・保育教諭の人材確保や職員の働き甲斐のある環境づくりを推進します。 

期待される 

効果 

東金市立保育施設５か所において保育を実施します。 

本市幼稚園職員と共有する「東金市立幼稚園・保育所共通カリキュラム」に基づき、小学校へのスムー

ズな接続が図れるよう各施設で地域性を踏まえた教育・保育を展開し、本市の未来を担う子どもたちの

学びと育ちの充実を目指します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆市立保育施設の安定した保育体制維持のため、職員の

採用及び研修を行います。 

◆市立保育施設における保育技術向上のため、専門家の

巡回指導を行います。 

◆市立保育施設の入所事務及び市内保育施設の利用調

整を行います。 

◆利用者負担額の賦課・徴収を行います。 

◆市立保育施設の安定した保育体制維持のため、職員の

採用及び研修を行います。 

◆市立保育施設における保育技術向上のため、専門家の

巡回指導を行います。 

◆市立保育施設の入所事務及び市内保育施設の利用調

整を行います。 

◆利用者負担額の賦課・徴収を行います。 

予算額          ２４１，８５１千円 計画額（概算）      ２４１，８５１千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

待機児童の解消 人 1 0 0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 保育所・認定こども園施設維持管理事業 担当課 こども課 

事業内容 公立保育施設（保育所・認定こども園）の維持管理を適切に行い、安全な保育環境づくりをします。 

期待される 

効果 

東金市立保育施設５か所における適切な維持管理を通じた安全な保育環境の提供により、本市の未来を

担う子どもたちの学びと育ちの充実を支えます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆施設の維持補修、衛生管理を行います。 

◆設備の点検を実施します。 

◆施設の維持補修、衛生管理を行います。 

◆設備の点検を実施します。 

予算額           ２３，２５８千円 計画額（概算）       ２３，２５８千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

 7 

事 業 名 保育委託事業 担当課 こども課 

事業内容 
民間保育施設との協調など、多様化する保護者のニーズに対応しうる充実した幼児教育・保育の環境を

整備します。 

期待される 

効果 

市内の民間保育所や市外保育所の広域利用制度等を活用することで、待機児童の発生を抑制できます。 

病後児保育の実施により、市民の子育てと就労の両立を支援できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆民間保育所（他市町村含む。）を利用する市民のため

に、保育委託を行います。 

◆病後児保育を行います。 

◆市内民間保育施設における保育士処遇改善・配置改善

への補助事業を行います。 

 （新たに私立認定こども園２施設について対象） 

◆民間保育所（他市町村含む。）を利用する市民のため

に、保育委託を行います。 

◆病後児保育を行います。 

◆市内民間保育施設における保育士処遇改善・配置改善

への補助事業を行います。 

 

予算額          ２９１，９２８千円 計画額（概算）      ２９１，９２８千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
  



１３ 

 

子どもたちの今と未来を創る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 1 

事 業 名 学習サポーター事業 担当課 学校教育課 

事業内容 
市内小中学校に学習サポーター（仮称）を配置し、少人数教育の推進、個別支援の充実を図り、きめ細

かな教育を推進します。 

期待される 

効果 

個の学力に応じて適切に授業を進め、学習の躓きを取り除くだけでなく、基礎・基本の充実を図ること

により総体的な学力の向上、底上げにつなげます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆学習サポーター増員のための派遣申請を千葉県に対

して継続的に行っていきます。 

◆小学校においては、県派遣に加え市独自の学習サポー

ターを配置し、児童一人ひとりの基礎学力向上を図り

ます。 

◆学習サポーター増員のための派遣申請を千葉県に対

して継続的に行っていきます。 

◆小学校においては、県派遣に加え市独自の学習サポー

ターを配置し、児童一人ひとりの基礎学力向上を図り

ます。 

予算額           １５，４２８千円 計画額（概算）       １５，４２８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

県標準学力検査 

※県平均を上回る調査項目数の

割合 

％ 56.8 60.0 70.0 

全国学力学習状況調査 Ｐ -4.1 -3.0 ±0.0 

経営重点戦略 ○ 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

 

 

 

1-⑶ 学校教育の充実 

子どもたちが生きる力を身に付け、総合的な人間力を持てるよう、基礎的・基本的な学力

の向上と個性や創造性を伸ばすことを基本に、個に応じた指導方法の工夫改善に努めながら、

情報機器の活用など時代の変化に対応した教育内容の充実を図ります。 
また、子どもたちが安心・安全に学習できるよう学校施設・設備の充実を図ります。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



１４ 

 

 2 

事 業 名 コンピュータ事業 担当課 学校教育課 

事業内容 
GIGA スクール構想の推進と１人１台端末の運用、プログラミング教育等の教材整備や ICT 支援員の配置

を図り、ICT 教育の推進に努めます。 

期待される 

効果 

学習活動の一層の充実、主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善により、Society5.0 時代の礎

となるべき人材の育成に寄与します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆小中学校に配備した GIGA スクール端末を活用した

ICT 教育の更なる推進を図ります。 

◆GIGA スクール構想を推進するため、指導者に向けた研

修の機会を確保し、教員のスキルアップを図ります。 

◆ICT を活用した授業等を教員がスムーズに行うための

支援を行う、ICT サポーターを配置します。 

◆児童生徒の学習活動の充実のため、電子黒板を整備し

ます。 

◆小中学校に配備した GIGA スクール端末を活用した

ICT 教育の更なる推進を図ります。 

◆GIGA スクール構想を推進するため、指導者に向けた研

修の機会を確保し、教員のスキルアップを図ります。 

◆ICT を活用した授業等を教員がスムーズに行うための

支援を行う、ICT サポーターを配置します。 

◆GIGA タブレットの更新を計画的に行っていきます。 

 

予算額          １０２，８０８千円 計画額（概算）       ８１，０２８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

全国学力学習状況調査 

※コンピュータ等の活用に関する

項目 

％ 82.5 75.0 80.0 

経営重点戦略 ○ 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 3 

事 業 名 外国語指導助手事業 担当課 学校教育課 

事業内容 外国語指導助手を配置し、外国語（英語）教育及び国際理解の推進を図ります。 

期待される 

効果 

外国語に対する不安を取り除き正しい国際理解と国際感覚を身に付けるとともに、グローバルな視野で

のコミュニケーション能力や表現力の向上につなげることを効果として期待するものです。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆各中学校にネイティブスピーカーを配置し、基礎的・

実践的コミュニケーション能力の育成と国際理解の

醸成を図ります。 

◆各小学校に英語教育専門の会計年度任用職員（日本人）

を配置し、英語教育及び国際理解の推進を図ります。 

◆各中学校にネイティブスピーカーを配置し、基礎的・

実践的コミュニケーション能力の育成と国際理解の

醸成を図ります。 

◆各小学校に英語教育専門の会計年度任用職員（日本人）

を配置し、英語教育及び国際理解の推進を図ります。 

予算額           １５，７３９千円 計画額（概算）       １５，７３９千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 4 

事 業 名 学校図書館事業 担当課 学校教育課 

事業内容 
読書推進のため、蔵書の更新と図書館司書の配置により、図書館教育の推進を図るとともに、読解力の

向上を目指します。 

期待される 

効果 
本に慣れ親しむとともに、読解力・理解力の向上につながります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

学校司書（３名）による読書推進のための取組を行うと

ともに、必要に応じて増員の検討を行います。 

学校司書（３名）による読書推進のための取組を行うと

ともに、必要に応じて増員の検討を行います。 

予算額            ６，４２３千円 計画額（概算）        ６，４２３千円 



１５ 

 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

読書が好きな児童・生徒の割合 ％ 70.0 78.0 80.0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 5 

事 業 名 小学校・中学校・幼稚園運営管理事業 担当課 教育総務課・こども課 

事業内容 
小・中学校・幼稚園の運営管理を適正に執行します。 

また、小・中学校における校内 LAN 環境について、動画等を活用した授業を不自由なく受けられるよう

な通信環境を維持します。 

期待される 

効果 
小・中学校・幼稚園における授業等を滞りなく行うことができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

随時、小・中学校・幼稚園の運営に係る予算の執行を行

います。 

随時、小・中学校・幼稚園の運営に係る予算の執行を行

います。 

予算額          ２２０，８３８千円 計画額（概算）      ２２０，８３８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

学校教育の充実に対する市民

満足度 

※市民アンケートの関係設問に

おける満足度（満足をしている

といった回答をされた方の

割合） 

％ 58.6 65.0 67.0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１６ 

 

 6 

事 業 名 小学校・中学校・幼稚園施設整備事業 担当課 教育総務課・こども課 

事業内容 
よりよい教育環境の充実を図るため、学校施設の整備工事を行います。 

施設の老朽化に対応した整備も行います。 

期待される 

効果 
安全で快適な施設で教育を受けることができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

教育環境の充実を図るため、学校施設の整備工事を行い

ます。 

教育環境の充実を図るため、学校施設の整備工事を行い

ます。 

予算額           ９９，８４０千円 計画額（概算）       ９９，８４０千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

学校教育の充実に対する市民

満足度 

※市民アンケートの関係設問に

おける満足度（満足をしている

といった回答をされた方の

割合） 

《再掲》 

％ 58.6 65.0 67.0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

  



１７ 

 

子どもたちの今と未来を創る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 1 

事 業 名 子どもと親の相談員事業 担当課 学校教育課 

事業内容 
現在配置している相談員を増員し、これまで以上に子どもたちの人間関係構築の援助、ストレスの軽減

や介助を行い、保護者や関係機関との連携を図ります。 

期待される 

効果 

子どもたちの抱える課題の多様化、家庭環境の複雑化などに対し、これまで以上に寄り添いきめ細やか

な対応をすることにより、様々な悩みを解決しながら、児童生徒の健やかな学校生活に寄与します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

各校に相談員を配置し、児童生徒・保護者からの相談受

付やそれぞれ案件への支援を行います。 

各校に相談員を配置し、児童生徒・保護者からの相談受

付やそれぞれ案件への支援を行います。 

予算額            ６，９５７千円 計画額（概算）        ６，９５７千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

長欠児童生徒数 人 248 80 68 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-⑷ 成長を支える地域・社会づくりの推進 

次代を担う子どもたちが豊かな心と健やかな体を併せ持ち、自立した社会人として成長す

るよう守り育てるため、学校、家庭、地域が連携して取り組む体制づくりや地域社会が一体

となった支援体制づくりを推進します。 
また、青少年育成団体などの様々な担い手の育成・活動の支援に努めるとともに、子ども

たちの体験学習やボランティア活動への参加促進や社会貢献活動などの推進を図ります。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



１８ 

 

 2 

事 業 名 特別支援教育支援員事業 担当課 学校教育課 

事業内容 
現在配置している支援員を増員し、障がいのある児童に対し、学校生活における日常生活の介助や発達

障害の児童に対し学習活動上の支援をします。 

期待される 

効果 

特別な支援が必要な児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組みを支援することにより、個々が

持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服することを効果として期待するものです。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

小中学校において特別な支援を要する児童に対し，学校

生活における日常生活動作の介助を行うとともに、発達

障害の児童に対し学習活動上のサポートを行います。 

小中学校において特別な支援を要する児童に対し，学校

生活における日常生活動作の介助を行うとともに、発達

障害の児童に対し学習活動上のサポートを行います。 

予算額           ９３，９９９千円 計画額（概算）       ９３，９９９千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

支援員の配置数 人 33 60 66 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 3 

事 業 名 学校給食管理事業 担当課 学校教育課 

事業内容 学校給食の運営管理として、安全・安心な給食提供のための設備改善を進めます。 

期待される 

効果 

学校及び幼稚園において、栄養バランスの取れた安全安心な給食を提供することにより、児童生徒・園

児の心身両面での健全な育成が期待されるものです。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆自校式給食を維持するための設備（厨房機器）の適切

な修繕・更新を行います。 

◆調理業務など必要な業務の外部委託を行います。 

◆栄養士・調理員の必要な検査や給食室の清掃などを実

施し、安全安心な提供体制を整備します。 

◆多子世帯における学校給食費の無償化を実施します。 

◆保護者の経済的負担の軽減を図るため、給食費の増額

分について市が補助します。 

◆自校式給食を維持するための設備（厨房機器）の適切

な修繕・更新を行います。 

◆調理業務など必要な業務の外部委託を行います。 

◆栄養士・調理員の必要な検査や給食室の清掃などを実

施し、安全安心な提供体制を整備します。 

◆多子世帯における学校給食費の無償化を実施します。 

 

 

予算額          ３４６，２８４千円 計画額（概算）      ３２５，７９５千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

給食衛生・安全指摘項目数 個 4 3 2 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１９ 

 

 4 

事 業 名 教育資源等の活用事業 担当課 学校教育課 

事業内容 
本市の有する歴史・文化・スポーツなどの様々な教育資源や地域人材を活用し、子どもたちが、将来へ

の夢や希望を育み、生き生きと活動できる事業を展開します。 

期待される 

効果 

児童・生徒一人ひとりの社会性を高め、将来の可能性を広げることが期待されると同時に、卒業後もそ

れらの見聞・経験の継承者としてふるさと東金の担い手となっていくことが期待されます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆引き続き学校の要望と、当活動の必要性を精査・検討

し、必要に応じて事業展開します。 

◆通年、単発を問わず、外部機関との接続を円滑に行え

るよう支援します。 

◆引き続き学校の要望と、当活動の必要性を精査・検討

し、必要に応じて事業展開します。 

◆通年、単発を問わず、外部機関との接続を円滑に行え

るよう支援します。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

教育資源等の活用事業の実績

報告 
件 5 8 12 

経営重点戦略 ○ 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 5 

事 業 名 青少年健全育成協働事業 担当課 生涯学習課 

事業内容 
青少年育成団体（青少年相談員連絡協議会・子ども会育成協議会等）への活動に対する補助金の支出及

び団体活動実施にあたっての直接的な支援を行うとともに、青少年に係る関係機関の連絡調整を図る青

少年問題協議会を実施します。 

期待される 

効果 

青少年育成団体に関わる協働事業であることから、各団体の設置目的・活動事業に応じた連携・協力を

得ることができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

青少年相談員連絡協議会、子ども会育成協議会、青少年

育成東金市民会議等に補助金等を交付し、事務局として

支援します。 

青少年相談員連絡協議会、子ども会育成協議会、青少年

育成東金市民会議等に補助金等を交付し、事務局として

支援します。 

予算額            １，５６６千円 計画額（概算）        １，５６６千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 青少年健全育成主催事業 担当課 生涯学習課 

事業内容 自然体験学習（キャンプ事業など）、ジュニアリーダー養成講座などを実施します。 

期待される 

効果 

自然体験学習の実施やジュニアリーダーを養成することで、青少年の主体性・自主性を育むことが期待

できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆夏休み期間中に自然体験学習を目的とした探検隊事

業を実施します。 

◆ジュニアリーダー養成講座を実施します。 

◆夏休み期間中に自然体験学習を目的とした探検隊事

業を実施します。 

◆ジュニアリーダー養成講座を実施します。 

予算額              ６３９千円 計画額（概算）          ６３９千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
 



２０ 
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事 業 名 放課後子ども教室推進事業 担当課 生涯学習課 

事業内容 
小学生の学力向上を目的とした自主学習等に対する支援を退職校長等の教員 OB・大学生など地域住民か

らの協力のもと、実施を希望する市内小学校で放課後や休日等の時間帯に実施します。 

期待される 

効果 
参加者である児童の居場所づくり、学習の習慣づけ、地域住民との交流を図ることができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

令和５年度に引き続き事業を休止します。 令和６年度に引き続き事業を休止する予定です。 

予算額                  ― 計画額（概算）              ― 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

放課後子ども教室に参加する

児童の割合 
％ 

― 
※事業休止のため 

― 
※事業休止のため 

50 
 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 家庭教育振興事業 担当課 生涯学習課 

事業内容 
学校生活や子育ての悩みについての家庭教育相談を実施します。 

また親と子どものコミュニケーション能力を向上させるため講演会を開催します。 

期待される 

効果 

親をはじめとした教育に関わる多様な立場からの悩みに対し、相談や交流の場を提供することができます。 

また、心身ともに健やかな子どもの成長を図るうえで、親の教育力・コミュニケーションの向上を高める

ことができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆相談室を設置し、相談員が学校生活などの悩みについ

て相談を行います。 

◆家庭教育の啓発に関する講演会を開催します。 

◆相談室を設置し、相談員が学校生活などの悩みについ

て相談を行います。 

◆家庭教育の啓発に関する講演会を開催します。 

予算額            ２，８２７千円 計画額（概算）        ２，８２７千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

家庭教育講演会参加者数 人 6 90 100 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２１ 
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事 業 名 社会教育委員運営事業 担当課 生涯学習課 

事業内容 社会教育委員を委嘱し会議を開催するとともに、関係機関や団体と連携し、社会教育の充実を図ります。 

期待される 

効果 

社会教育委員会議を開催することで住民の意向や地域の課題の把握、またそれらを社会教育に関する年

間事業計画などに反映させることができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆社会教育委員会議を年３回程度開催します。 

◆山武地方社会教育委員連絡協議会会議などに参加し

連携を図ります。 

◆社会教育委員会議を年３回程度開催します。 

◆山武地方社会教育委員連絡協議会会議などに参加し

連携を図ります 

予算額              ４３２千円 計画額（概算）          ４３２千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

  



２２ 

 

 
 
 
 
 

 

 
 

関係機関との連携や広域的な自治体連携を通じて、農業、工業、商業、観光など各種産業が更に

発展し、市民が生き生きと働けるまちを創ります。また、交流人口の増加と地域活性化に向け、人

を集める戦略を展開するまちを目指し、稼ぎ・にぎわうまちを創ります。 

 

 

（１）既存事業者の持続・発展と新たな企業誘致の推進 

（２）農業経営の強化・安定と森林の整備 

（３）東金商圏の維持・発展 

（４）魅力的な観光コンテンツの創出 

（５）雇用・勤労者施策の推進 

 
 
  

稼ぎ・にぎわうまちを創る 

まちづくりの柱２ 

まちづくりの柱を実現させるための施策 



２３ 

 

稼ぎ・にぎわうまちを創る 
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事 業 名 企業誘致推進事業 担当課 商工観光課 

事業内容 
企業が市内で工場等を操業した際の「新規立地に対する補助」及び市内立地企業による「設備投資に対

する補助」等の各種補助制度を創設し、新しい形の企業誘致を推進します。 

期待される 

効果 

新たな進出企業による市内への立地及び市内に立地している企業による事業所の増築等を伴う設備投資

に対し、市が奨励金を交付することにより、企業立地及び設備投資を促進し、地域経済の活性化を図り

ます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

新たな進出企業による市内への立地及び市内に立地し

ている企業による事業所の増築等を伴う設備投資に対

し、奨励金を交付します。 

新たな進出企業による市内への立地及び市内に立地し

ている企業による事業所の増築等を伴う設備投資に対

し、奨励金を交付します。 

予算額           ６２，２６６千円 計画額（概算）       ６２，２６６千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

新規企業立地数 

※計画期間中の累計 
社 2 8 10 

新規立地企業従業員数 

※計画期間中の累計 
人 32 80 100 

経営重点戦略 ○ 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 

 

 

 

 

 

 

 

2-⑴ 既存事業者の持続・発展と新たな企業誘致の推進 

首都圏中央連絡自動車道や国道 126 号、千葉東金道路の結節点となる東金インターチェン

ジ周辺などの産業拠点としての発展、新しい産業用地整備やスマートインターチェンジ建設

を含め、関係機関との連携により、企業を誘致するための支援策の拡充や市内立地企業の持

続・発展のための環境を整備します。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



２４ 
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事 業 名 産業用地整備事業 担当課 商工観光課 

事業内容 
県（市町村と協働で企業誘致活動、民間事業者との総合調整）、市（候補地の選定、土地利用（農地転用

等）の調整、事業採算性の検証）、民間事業者（用地確保、造成、分譲）、３者の協働により、圏央道周

辺に産業用地整備を進めます。 

期待される 

効果 

圏央道周辺に産業用地を整備し、企業を誘致することにより、雇用の促進等による地域経済の活性化を

図ります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

地権者等との合意形成に向けた、より詳細な意向調査の

実施や、千葉県をはじめとする関係機関との各種協議を

行います。 

地権者等との合意形成に向けた、より詳細な意向調査の

実施や、千葉県をはじめとする関係機関との各種協議を

行います。 

予算額            ６，６５７千円 計画額（概算）        ６，６５７千円 

経営重点戦略 ○ 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 スマートインターチェンジ整備事業 担当課 建設課 

事業内容 
スマートインターチェンジの実現性の検討についての組織づくりを行うなど、全庁的に協議・検討を行

います。 

期待される 

効果 

整備効果として、「①企業誘致・雇用の促進」、「②観光・地域の振興」、「③防災力の強化、緊急医療への

貢献」、「④交通分散のよる渋滞緩和」等が期待され、ひいては今後想定される人口減少による働き手の

減少、地域経済の衰退、住民サービスの低下等の軽減に寄与します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

令和５年度に整理した成果をもとに、国・NEXCO 及び関

係機関と協議を行います。 

協議の結果を踏まえて、必要な検討事項を整理し、関係

機関との協議を継続します。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ○ 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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稼ぎ・にぎわうまちを創る 
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事 業 名 農用地利用集積事業 担当課 農政課 

事業内容 

農業経営基盤強化促進法、農地中間管理事業の推進に関する法律に基づく農地の利用集積を促進し、農

業経営の規模拡大や農地の有効利用を図ります。 

農業振興地域内の農用地に 10 年以上の賃貸借権を設定している場合に、借り手農業者に対し補助金を交

付します。 

期待される 

効果 

高齢化等により耕作のできなくなった農地の流動化がスムーズに進み、耕作放棄地の減少が期待できま

す。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆農用地等の賃借の農用地利用集積計画を作成し、農用

地の有効利用と経営規模拡大を行います。 

◆農地の流動化を行った担い手に対し補助金を交付し

ます。 

◆農地中間管理機構を活用した農用地の有効利用と経

営規模拡大を支援します。 

◆農地の流動化を行った担い手に対し補助金を交付し

ます。 

予算額            １，７２１千円 計画額（概算）          ８６０千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

効率的かつ安定的な農業経営

面積のシェアの目標 

※全農地面積に対する農業者の

利用集積面積の割合 

％ 31.9 32.0 33.0 

経営重点戦略 ○ 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

 

 

 

 

2-⑵ 農業経営の強化・安定と森林の整備 

農地の利用の最適化、担い手農業者の育成と農業基盤整備の推進を通じて、効率的で安定

した農業を目指します。また、「道の駅みのりの郷東金」を核とした農産物直売の支援と消費

拡大を進めることで、農業経営の向上につなげていきます。 
また、森林所有者の高齢化などにより、森林は十分な管理がされず荒廃のおそれもあるこ

とから、市民が安らげる森林の再整備を推進するとともに、千葉県産木材の消費促進に向け

た普及啓発に努めます。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



２６ 
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事 業 名 農地中間管理事業 担当課 農政課 

事業内容 

非担い手の所有する農地を担い手へ集積することにより、農業経営の規模拡大を図り、生産性の向上、

生産コストの削減を推進します。 

経営転換又は農業をリタイヤするために中間管理機構に全自作地を 10 年以上の貸し付けた農地の貸し

手に対し補助金を交付します。 

期待される 

効果 

高齢化等により耕作されなくなった農地を担い手へ集積・集約することにより、耕作放棄地の拡大防止

が期待できます。 

耕作地の分散化に悩む農業者に対し地域単位で農地の団地化（集約化）を図ることにより、農業の効率

化に寄与します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

中間管理事業を主体的に運営する千葉県園芸協会へ負

担金を支出します。 

中間管理事業を主体的に運営する千葉県園芸協会へ負

担金を支出します。 

予算額               ６１千円 計画額（概算）           ６１千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 人・農地プランの策定支援 担当課 農政課 

事業内容 
農業を取り巻く諸問題を解決するため、集落・地域における人と農地の問題を話し合いによって解決す

る「人・農地プラン」作成の支援をします。 

期待される 

効果 

地域における農業の問題を整理し、可視化することでその地域において優先的に解決すべき課題を地域

の中で共有し、問題の解決につなげます。 

高齢化により耕作のされない農地の、担い手による集約化などによる農業の効率化が期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

農業委員会と協力し、地域計画の策定に向けて地元と協

議を重ねます。 

また、令和６年度末までに市内全域において地域計画の

策定を行います。 

前年度末に策定した地域計画の軽微な見直しを行いま

す。 

軽微な見直しは毎年度行い、大規模な見直しはおおむね

５年ごとに行います。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

認定農業者数 人 151 139 140 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 基盤整備事業 担当課 農政課 

事業内容 
最新設備を備えるなどの農業基盤整備の推進を通じて効率的で安定した農業を進めます。 

また、意欲のある地域へ制度説明や事務手続きなどを行い事業の促進を支援します。 

期待される 

効果 

基盤整備事業により大区画化やパイプライン化を図ることで、効率的な営農に取り組む担い手に農地を

集積しやすくなることや、耕作放棄地の発生抑止や解消が期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆事業着手へ向けた事前準備の手順を整理します。 

◆基盤整備要望地区へ事業説明を行います。 

◆事業着手へ向けた事前準備の手順を整理します。 

◆基盤整備要望地区へ事業説明を行います。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
 



２７ 

 

 5 

事 業 名 農業振興地域整備計画事業 担当課 農政課 

事業内容 
農業の振興を図るべき地域を定め、土地の有効利用と農地の近代化のための措置を計画的に推進し、農

業の健全な発展を図ります。 

両総土地改良事業完了後８年経過を見据えた農業振興地域整備計画の全体見直しを進めます。 

期待される 

効果 

現在の経済状況を把握し、状況に見合った農業振興地域の整備計画を策定することで基盤整備や地域の

営農計画などの農業施策の基礎資料の整理が期待できます。 

今後は現況に即した、関連計画の策定が見込まれます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

整備計画変更の完了に係る公告等の事務手続を行いま

す。 

また、随時変更の受付開始ができる時期を検討します。 

随時変更の受付及び県との変更協議を行います。 

 

 

予算額              ５３３千円 計画額（概算）          ５３３千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

 6 

事 業 名 農業次世代人材投資事業 担当課 農政課 

事業内容 
新規就農者へ農業を始めてから営農が安定するまで最大５年間、最大年 150 万円を給付します。（国庫

10 割） 

期待される 

効果 

本市の基幹産業である農業の後継者となる新規就農者へ支援を行うことで、地域産業の活性化、耕作放

棄地の抑制等が期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

新規就農者へ、営農開始から最長３年間、年間最大 150

万円を給付します。 

また、初年度の１度限り機械等の購入費の３／４（上限

500 万円）を助成します。 

新規就農者へ、営農開始から最長３年間、年間最大 150

万円を給付します。 

また、初年度の１度限り機械等の購入費の３／４（上限

500 万円）を助成します。 

予算額           １５，９００千円 計画額（概算）        １，３５０千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

新規就農者数（累計） 人 9 6 6 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 

 

 7 

事 業 名 有害鳥獣駆除事業 担当課 農政課 

事業内容 地元猟友会等と連携した有害鳥獣駆除により、有害鳥獣による農作物被害の軽減を図ります。 

期待される 

効果 
有害鳥獣による農作物被害を軽減することで、営農を支援します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

農作物被害防止のため、東金地区猟友会へ業務委託する

等、有害鳥獣駆除を行います。 

農作物被害防止のため、東金地区猟友会へ業務委託する

等、有害鳥獣駆除を行います。 

予算額            ５，１８２千円 計画額（概算）        ５，１８２千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 

 



２８ 

 

 8 

事 業 名 農業者団体支援事業 担当課 農政課 

事業内容 
東金市農業振興会を通して、地域資源を活用した新たな産地化や特産品の開発などを行う農業者団体を

支援します。 

期待される 

効果 
農業後継者の育成と農業振興を図ります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

農業関係団体の活動を支援します。 農業関係団体の活動を支援します。 

予算額            ３，６４７千円 計画額（概算）        ３，３９７千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 

 

 9 

事 業 名 多面的機能発揮促進事業 担当課 農政課 

事業内容 農村集落における農地や農業用施設の維持管理等の市民の共同活動を支援します。 

期待される 

効果 

農業、農村が有する水源の涵養、自然環境の保全、良好な景観形成などといった多面的機能の維持・発

揮を図ることにより、地域資源の適切な保全管理が期待されます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆多面的機能を支える共同活動を支援するため補助を

行います。 

◆地域資源の質的向上を図る共同活動を支援するため

補助を行います。 

◆多面的機能を支える共同活動を支援するため補助を

行います。 

◆地域資源の質的向上を図る共同活動を支援するため

補助を行います。 

予算額           ９６，９３８千円 計画額（概算）       ９６，９３８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

新たな多面的機能支払い交付金

活動組織の認定（累計） 
組織 19 18 18 

経営重点戦略 ○ 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 

 

 10 

事 業 名 みのりの郷東金管理運営委託事業 担当課 農政課 

事業内容 道の駅みのりの郷東金の管理運営を指定管理者に委託し、適正かつ円滑な運営を目指します。 

期待される 

効果 

指定管理者よる適正かつ円滑な運営を委託することにより、民間事業者の活力やノウハウを活用するこ

とで経費の縮減や利用者のニーズに対応した、きめ細やかな質の高いサービスの提供が期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

「道の駅みのりの郷東金」の管理運営に係る指定管理料

を支出します。 

「道の駅みのりの郷東金」の管理運営に係る指定管理料

を支出します。 

予算額           １３，０００千円 計画額（概算）       １３，０００千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

 

 



２９ 

 

 11 

事 業 名 みのりの郷東金発展事業 担当課 農政課 

事業内容 
産業交流拠点施設「道の駅みのりの郷東金」を核に農産物や加工品の販売及び情報発信等を通じて、農

商工及び観光が連携した地域活性化を図るとともに、多くの来場者が交流する施設の維持管理を行いま

す。 

期待される 

効果 

東金産農産物等を流通販売、情報発信を推進していくことで、産業振興を図り農業者等の所得向上と活

性化が期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

「道の駅みのりの郷東金」の維持管理を行います。 「道の駅みのりの郷東金」の維持管理を行います。 

予算額           ３０，５３４千円 計画額（概算）       ３２，０００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

みのりの郷東金農業者市内

出荷者数 
人 132 133 134 

みのりの郷東金利用者数 万人 42.0 34.9 35.5 

経営重点戦略 ○ 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

 12 

事 業 名 ６次産業化推進事業 担当課 農政課 

事業内容 
市内農業者や加工業者など関係団体と連携した各活動体が、６次産業化を推進することで、「所得の向

上」、「経営の安定化」、「産業の振興」、「魅力の向上」を図ります。 

期待される 

効果 
６次産業化により農業者収益が向上し、地域の活性化につながることが期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

６次産業化を目指す農業者に対し、講習会の開催等の支

援を行います。 

６次産業化を目指す農業者に対し、講習会の開催等の支

援を行います。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 

 

 13 

事 業 名 森林の保全事業 担当課 農政課 

事業内容 森林環境譲与税などを財源にし、市有保安林の整備、林業事業者の育成、木育の推進を図ります。 

期待される 

効果 

手入れの行き届かない森林の整備、林業事業者の育成などを通じて老齢化している森林の活性化を推進

し、CO2 削減、地球温暖化防止に寄与するとともに、災害に強い森林をつくります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆市有保安林の整備・保全・調査を行います。 

◆木育事業を実施します。 

◆森林クラウドシステムの運用などを行います。 

◆農政課が所管する保安林の現況を把握するためドロ

ーンを活用し調査を行います。 

◆市有保安林の整備・保全・調査を行います。 

◆木育事業を実施します。 

◆森林クラウドシステムの運用などを行います。 

◆農政課が所管する保安林の現況を把握するためドロ

ーンを活用し調査を行います。 

予算額            ５，１９４千円 計画額（概算）        ７，０００千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
 



３０ 

 

 14 

事 業 名 森林整備事業 担当課 農政課 

事業内容 
令和元年に策定した森林整備全体計画を基に、地域森林の整備について地権者等と話し合いながら市内

森林の整備を支援します。 

期待される 

効果 

意向調査を実施し、地域における森林整備の方針を策定し森林整備の促進を図ることで、老齢化した森

林の整備、CO2 削減、地球温暖化防止に寄与するとともに、災害に強い森林をつくります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

森林整備実行計画に基づき、千葉県森林組合の経営管理

制度の活用を主軸に、効率的な森林整備の取組を進めて

いきます。 

森林整備実行計画に基づき、千葉県森林組合の経営管理

制度の活用を主軸に、効率的な森林整備の取組を進めて

いきます。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

 15 

事 業 名 公共施設における木材利用の推進 担当課 農政課 

事業内容 
市民へ県産木材利用の推進を啓発するため、市有公共施設等に対し、木質化、木製備品、消耗品の導入

を推進します。 

期待される 

効果 

市内公共施設における県産木材を利用した木質化、木製備品の設置等による木材利用の促進を図ること

で、市民における木材利用への関心を高め、県産木材の消費拡大を進めます。 

一方でこの活動により、利用期に達した森林の伐採・再造林を進め、CO2 削減、地球温暖化防止に寄与

するとともに、災害に強い森林をつくります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

「道の駅みのりの郷東金」における木材利用の推進につ

いては一定以上の効果を収めたので、他の施設に波及で

きるよう努めていきます。 

「道の駅みのりの郷東金」における木材利用の推進につ

いては一定以上の効果を収めたので、他の施設に波及で

きるよう努めていきます。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円             

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

公共施設における県産材の利用

施設数 

※累計 

施設 3 4 5 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 16 

事 業 名 林業振興事業 担当課 農政課 

事業内容 
下刈りや枝打ち、サンブスギ溝腐病による被害木の伐倒、搬出、跡地への植栽のほか、利用可能な材の

加工施設への運搬に対し補助することで健全な森林育成や安定的な林業経営を図ります。 

また、サンブスギ溝腐病等の対策として、品種改良した苗木への転換を推進します。 

期待される 

効果 
林業経営の強化・安定、森林機能の維持、国土保全が期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

健全な森林育成のため、下刈り・枝打ち、サンブスギ溝

腐病の被害木の伐倒・搬出・植栽・切出木の加工所への

運搬に対して補助を行います。 

健全な森林育成のため、下刈り・枝打ち、サンブスギ溝

腐病の被害木の伐倒・搬出・植栽・切出木の加工所への

運搬に対して補助を行います。 

予算額           １９，４７０千円 計画額（概算）       １９，４７０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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 1 

事 業 名 消費生活センターの運営 担当課 商工観光課 

事業内容 
消費生活センターを設置し、住民サービスとして消費生活相談を実施します。 

平日 午前 10 時～正午、午後１時～３時 来所または電話による相談を実施。 

期待される 

効果 
市民の消費生活における被害を防止し、市民が安全で豊かな消費生活を営むことが期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

消費生活センターを設置し、住民サービスとして消費生

活相談を実施します。 

消費生活センターを設置し、住民サービスとして消費生

活相談を実施します。 

予算額            ２，０８８千円 計画額（概算）        ２，０８８千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 2 

事 業 名 商工団体支援事業 担当課 商工観光課 

事業内容 
商工会議所や商店街が行う事業に対する補助金。 

にぎわい創出や地域活性化のための事業を他団体を通じて間接的に実施します。 

期待される 

効果 
商店街のにぎわいの創出や環境整備等といったことによる、地域経済の活性化が期待されます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆東金商工会議所による市内商業振興や活性化事業に

対して補助を行います。 

◆東金商店街連合協同組合による商業振興事業に対し

て補助を行います。 

◆商店街組合等に対し、街路灯の維持管理に係る補助を

行います。 

◆東金商工会議所による市内商業振興や活性化事業に

対して補助を行います。 

◆東金商店街連合協同組合による商業振興事業に対し

て補助を行います。 

◆商店街組合等に対し、街路灯の維持管理に係る補助を

行います。 

予算額            ４，６９３千円 計画額（概算）        ４，６９３千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 

 

2-⑶ 東金商圏の維持・発展 

地域に根差した店舗や商店街と連携し、また、大型店の立地も含めて様々なニーズに応え

られる商圏を目指すとともに、新規創業希望者への支援を積極的に行うことで、地域経済の

活性化に取り組みます。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



３２ 

 

 3 

事 業 名 中小企業資金融資事業 担当課 商工観光課 

事業内容 
信用力が十分でない中小企業の金融の円滑化や産業構造の高度化を実現するための融資などを金融機関

や信用保証協会の協調を得て行い、中小企業の発展を図る制度です。 

また、融資した資金の利子補給を行い、中小企業の負担の軽減を図ります。 

期待される 

効果 

金融機関が中小企業者に対して行う事業資金の融資が円滑になります。 

預託融資制度等を利用している市内事業者へ利子の補給を行うことにより、中小企業の振興に寄与しま

す。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆市内中小企業者に対する資金融資事業を行います。 

◆預託融資制度等を利用している市内事業者へ、その利

子の一部を補給します。 

◆市内中小企業者に対する資金融資事業を行います。 

◆預託融資制度等を利用している市内事業者へ、その利

子の一部を補給します。 

予算額          １３１，３５５千円 計画額（概算）      １３１，３５５千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 

  



３３ 

 

稼ぎ・にぎわうまちを創る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 1 

事 業 名 観光関係機関支援事業 担当課 商工観光課 

事業内容 
東金市観光協会や九十九里地域観光連盟など観光関係機関へ補助金等の支援と交流人口拡大のための連

携強化を図ります。 

また、本市単独では実施困難なキャンペーンや PR 活動も他団体と連携して実施します。 

期待される 

効果 

近隣市町との広域的な観光事業に取り組むことで、観光客の回遊を促し新規観光客の来訪を誘引するこ

とが期待されます。 

また、同時に東金市観光協会による継続的な市内イベントの開催によりリピーター客の来訪が期待され

ます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆東金市観光協会が行う観光イベントに要する事業経

費を補助します。 

◆YASSA フェスティバル推進協議会に参画します。 

◆近隣市町と連携した観光 PR の実施のため、九十九里

地域観光連盟に加盟します。 

◆東金市観光協会が行う観光イベントに要する事業経

費を補助します。 

◆YASSA フェスティバル推進協議会に参画します。 

◆近隣市町と連携した観光 PR の実施のため、九十九里

地域観光連盟に加盟します。 

予算額           １９，４１７千円 計画額（概算）        ６，６００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

観光入込客数 万人 141.0 147 150 

九十九里地域で連携した観光

イベントの開催数 
回 1 8 10 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 

 

 

 

 

 

 

2-⑷ 魅力的な観光コンテンツの創出 

交流人口の増加と地域活性化に向け、近隣市町と連携した広域的な観光戦略により、効果

的な観光情報・魅力を発信します。また、既存の祭り・観光イベントの充実強化や体験型観

光の拡充、PR 活動の推進など、増加するインバウンドなどの多様化する観光ニーズに即した

多面的な取組みを推進し、観光・交流機能の拡充に努めます。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



３４ 

 

 2 

事 業 名 観光 PR 事業 担当課 商工観光課 

事業内容 
観光パンフレット・イベントポスター・観光 PR 動画を作成し、各種観光キャンペーンに参加・配布掲示

を行います。 

期待される 

効果 
観光客の増加や知名度の向上、新たな観光資源の掘り起こしが期待されます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆観光パンフレット等を作成します。 

◆各種観光キャンペーンに参加し、観光客の集客を図り

ます。 

◆観光パンフレット等を作成します。 

◆各種観光キャンペーンに参加し、観光客の集客を図り

ます。 

予算額              １７８千円 計画額（概算）          １７８千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

  



３５ 

 

稼ぎ・にぎわうまちを創る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 1 

事 業 名 東金市地域職業相談室の運営 担当課 商工観光課 

事業内容 
市と千葉南公共職業安定所が協働で山武郡市内唯一の「東金市地域職業相談室」を運営し、求職者への

職業相談・職業紹介を行います。 

期待される 

効果 
求職者の就職促進及び企業の雇用を支援し、被雇用者、事業主の適切な雇用関係を保ちます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

ハローワーク千葉南と共同で地域職業相談室を運営し、

求職者への仕事情報の提供業務を行います。 

ハローワーク千葉南と共同で地域職業相談室を運営し、

求職者への仕事情報の提供業務を行います。 

予算額            ２，１６８千円 計画額（概算）        ２，１６８千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 2 

事 業 名 中小企業退職金共済加入促進補助金 担当課 商工観光課 

事業内容 
中小企業が従業員の退職金を積み立てる中小企業退職金共済への加入に対する補助金。 

従業員１人につき月額 1,000 円以上の掛け金を納入した中小企業に対し、従業員１人あたり月額 300 円

を２年間補助します。 

期待される 

効果 
市内中小企業従業員の福祉の向上及び雇用の安定を図ります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

中小企業退職金共済契約を締結している中小企業者に

対して共済金の一部補助を行います。 

中小企業退職金共済契約を締結している中小企業者に

対して共済金の一部補助を行います。 

予算額            １，８００千円 計画額（概算）        １，８００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

中小企業退職金共済加入企業数 

※累計 
社 82 86 100 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
 

2-⑸ 雇用・勤労者施策の推進 

広域的な自治体連携などの枠組みを利用し、新たな就労機会の創出を進めるとともに、本

市に所在するハローワークや城西国際大学、千葉県立農業大学校、東金高等技術専門校とい

った関係団体と連携を図り、就職情報の提供や職業能力の開発支援に努め、雇用対策の充実

を図ります。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



３６ 

 

 3 

事 業 名 ちば共創都市圏広域連携事業 担当課 商工観光課 

事業内容 
人口減少や少子高齢化による経済求心力の低下を防ぐため、千葉市を中心とした強靭な経済圏を再生し

ます。 

当面は企業間マッチング事業に参加し企業間連携の強化を図ります。 

期待される 

効果 
人口減少と少子高齢化による経済求心力の低下を防ぎ、強靭な経済圏を再生します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

千葉市・市原市・茂原市・東金市に立地する企業間の技

術交流や販路拡大を図るための交流会を開催します。 

千葉市・市原市・茂原市・東金市に立地する企業間の技

術交流や販路拡大を図るための交流会を開催します。 

予算額               ３５千円 計画額（概算）           ３５千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

  



３７ 

 

 
 
 
 
 

 

 
 

豊かな自然と利便性の高い市街地が共存し、市民のライフスタイルや地域の実情に応じた都市基

盤（道路・交通網、下水道、ガス、公園・緑地など）の整備により快適に生活できるまちを目指し、

街・道・自然が有機的につながる市域を創ります。 

 

 

（１）豊かな自然と利便性の高い市街地の形成 

（２）生活と産業を支える道路整備 

（３）生活に適応した公共交通網の再編 

（４）都市基盤（下水道、ガス、公園・緑地など）と 

河川・水路の維持・管理 

（５）住環境の整備と生活環境への配慮 

 
 
  

街・道・自然が織り成す市域を創る 

まちづくりの柱３ 

まちづくりの柱を実現させるための施策 



３８ 

 

街・道・自然が織り成す市域を創る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 1 

事 業 名 都市計画企画立案事業 担当課 都市整備課 

事業内容 
都市計画基礎調査や都市機能集積に向けた調査・研究などを実施し、地域毎の特色を生かした都市づく

りのための計画・企画を立案します。 

期待される 

効果 

本市の状況や時代潮流を適切に把握したうえで計画・企画を立案することにより、地域毎の特色を生か

した都市づくりが可能となります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆中心拠点への都市機能の一定の集積を図るため、立地

適正化計画の導入等について検討を行います。検討の

結果、立地適正化計画を導入する場合には具体的な検

討を行います。 

◆地域コミュニティ拠点の形成に向けた啓発を行います。 

◆中心拠点への都市機能の一定の集積を図るため、立地

適正化計画の導入等について検討を行います。検討の

結果、立地適正化計画を導入する場合には具体的な検

討を行います。 

◆地域コミュニティ拠点の形成に向けた啓発を行います。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

 2 

事 業 名 都市計画推進事業 担当課 都市整備課 

事業内容 
市の目指すべき都市の姿を示した「第２次都市計画マスタ―プラン」の実現を図るため、計画的な土地

利用の誘導や都市施設の配置について、都市計画制度の活用を検討していきます。 

期待される 

効果 

様々な都市計画制度を活用していくことにより、都市計画の総合性・一体性を確保しつつ具体の都市計

画を円滑に進めます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆都市計画の変更（新ごみ処理施設の都市計画決定）に

係る手続を行います。 

◆都市計画制度を活用し、都市計画の総合性・一体性の

ある土地利用の誘導や都市施設の配置に向けた検討

を行います。 

都市計画制度を活用し、都市計画の総合性・一体性のあ

る土地利用の誘導や都市施設の配置に向けた検討を行

います。 

 

 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

3-⑴ 豊かな自然と利便性の高い市街地の形成 

JR 東金駅を中心とする中心市街地については、市民が快適なサービスを継続して受けら

れ、かつ、中心市街地にふさわしい都市機能を集積し、にぎわいのあるまちづくりを目指し

ます。 
また、中心市街地以外の丘陵部や平野部についても、都市の活力を生み出す産業地を形成

しつつ、里山・田園などの豊かな自然環境の保全を図り、自然景観と共生する計画的な土地

利用を行います。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



３９ 

 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

利便性の高い（良好な）市街地

の形成 

※市民アンケートの関係設問に

おける満足度（満足をしている

といった回答をされた方の

割合） 

％ 26.4 38.0 40.0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

 3 

事 業 名 住宅地形成推進事業 担当課 都市整備課 

事業内容 
砂郷地区において、地区住民と市が一体となり、地区の特色を生かした新たなまちづくりを市民ととも

に進めるために、地域づくり団体に対する支援・助成を行います。 

また、まちづくり計画の策定や事業実施に向け、関係機関や各種団体等との協議・調整を進めます。 

期待される 

効果 

無秩序な市街化を防止し計画的な市街地形成を図るとともに、住宅と農地とが共存できる新たな定住人

口の受け皿となる土地利用を促進します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆地元組織の改編や会則の制定等に係る支援を行いま

す。 

◆砂郷地区まちづくり構想の実現に向けた検討を進め

ます。 

砂郷地区まちづくり構想の実現に向けた検討を進めま

す。 

 

 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

 4 

事 業 名 緑地保全事業 担当課 都市整備課 

事業内容 
都市における緑地の適正な保全と推進を計画的かつ体系的に整理した緑の基本計画を策定します。 

また、当該計画等に基づき、自然を保護するとともに、土地造成や工場等の整備を行う際には、既存森

林等の適正な保全と緑化の推進を促します。 

期待される 

効果 
地球環境問題や美しく豊かなまちづくりへの効果が期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

緑地保全について、土地造成や工場等の整備を行う際に

緑地の保全及び緑化推進の啓発を図ります。 

緑地保全について、土地造成や工場等の整備を行う際に

緑地の保全及び緑化推進の啓発を図ります。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

豊かな自然に対する市民の

魅力度 

※市民アンケートの関係設問

（市の誇れるものや魅力に

ついて）において「豊かな

自然」といった回答をされた

方の割合） 

％ 39.1 45.8 46.0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 



４０ 

 

 5 

事 業 名 地籍調査事業 担当課 建設課 

事業内容 
正確な地図と簿冊（地籍図及び地籍簿）を作成するため、地籍調査業務委託を実施します。 

その後、本事業による成果は法務局に送付され、法務局の記載内容が修正されます。 

期待される 

効果 

個々人の大切な財産である土地を永続的に保全し、次世代に正確な地籍情報として提供することにより、

行政サービスの向上と地域経済活動の活性化を図るとともに、防災関連事業の推進、災害復旧の迅速化

に寄与します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

一筆毎の土地について立会いを経て、正確な地図（地籍

図）と簿冊（地籍簿）を作成します。 

・実施地区…20-1 地区（松之郷地先外） 

・実施面積…2.39k ㎡（約 4,200 筆） 

一筆毎の土地について立会いを経て、正確な地図（地籍

図）と簿冊（地籍簿）を作成します。 

・実施地区…8-1 地区（小沼田地先外） 

・実施面積…2.92k ㎡（約 6,000 筆） 

予算額          １８０，５０３千円 計画額（概算）      ２１０，０００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

地籍調査実施面積 

※累計 
㎢ 17.64 20.57 23.29 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ― 
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街・道・自然が織り成す市域を創る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 1 

事 業 名 道路改良事業 担当課 建設課 

事業内容 国の補助金を活用した事業展開をしており、継続的な整備事業としての取組みを図ります。 

期待される 

効果 

都市間・地域間交通の円滑化・効率化を担う幹線道路の整備を促進し、移動しやすい道路ネットワーク

を構築し、人・モノの移動を円滑にし、市民の利便性の向上を図ります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

作田川橋梁建設工事 

・本工事（橋梁建設・下部工） 

・本工事積算業務（下部工） 

・施工管理業務 

・設計業務委託 

・資材特別調査 

作田川橋梁建設工事 

・本工事（橋梁建設・下部工） 

・本工事（橋梁建設・上部工桁製作） 

・施工管理業務 

・資材特別調査 

 

予算額          ２６８，６００千円 計画額（概算）      ３７２，４００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

道路新設改良事業 

※施行済延長（累計） 
ｍ 2,980 3,130 3,130 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

 

 

 

 

 

3-⑵ 生活と産業を支える道路整備 

本市が有する広域道路ネットワークは、国道 126 号、首都圏中央連絡自動車道、千葉東金

道路、東金九十九里有料道路などの広がりを有しており、この高いポテンシャルを最大限に

活かし、産業・商業の進出動機につながるような、魅力と利便性の高い、国・県道の整備促

進を関係機関に働きかけます。 

また、市道についても市内地域間の連携強化と安全性・利便性の向上に配慮した整備を計

画的に推進します。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



４２ 

 

 2 

事 業 名 歩道整備事業 担当課 建設課 

事業内容 
歩行者と車両が分離された安全な歩行区間の確保を目的とした、歩道整備を国の交付金を活用した取組

みを図ります。 

期待される 

効果 
通学路を主体とした歩道整備を行い、児童・生徒等歩行者の安全な歩行空間の確保を図ります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆市道 0117 号線（福俵） 

 …本工事・用地 

◆市道 0135 号線（家徳） 

 …工事・用地・補償 

◆市道 0122（関内） 

 …本工事・信号機移設工事・補償 

◆市道 0122（菱沼） 

 …本工事 

◆市道 0117 号線（福俵） 

 …本工事、測量 

◆市道 0135 号線（家徳） 

 …用地・補償 

◆新ごみ処理施設アクセス道路整備工事 

 …本工事・積算業務 

 

 

予算額          ２０２，８００千円 計画額（概算）      ２４５，３００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

歩道整備事業 

※整備済延長（累計） 
ｍ 1,982 2,308 2,365 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

 3 

事 業 名 道路維持管理事業 担当課 建設課 

事業内容 
道路、道路付帯構造物等の破損個所の修繕工事、橋梁等の点検及び長寿命化計画の作成を行います。 

また、市民からのニーズの高い市道の草刈り、街路樹の剪定、側溝清掃、街路灯の修理等をすみやかに

実施します。 

期待される 

効果 

道路及び道路付帯構造物等の破損を速やかに修繕することにより安全性を高めます。 

また、草刈り、側溝清掃等を実施することにより住環境の向上を図ります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆修繕料 

◆街路樹整備委託料 

◆道路清掃業務委託料 

◆舗装道路補修委託料 

◆長寿命化計画策定業務委託料 

◆側溝浚渫業務委託料 

 

◆修繕料 

◆街路樹整備委託料 

◆道路清掃業務委託料 

◆舗装道路補修委託料 

◆長寿命化計画策定業務委託料 

◆側溝浚渫業務委託料 

◆橋梁調査業務負担金 

予算額           ９８，３４１千円 計画額（概算）      １００，０００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

橋梁長寿命化対策 

※１ 早期の措置を要する橋梁数 

※２ 目標値について、調査結果等

を踏まえ見直したもの。 

橋 26 22 20 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

 

 



４３ 

 

 4 

事 業 名 道路舗装等事業 担当課 建設課 

事業内容 
雨天時の冠水対策として道路側溝等の排水整備、未舗装道路の舗装新設工事、橋梁等の長寿命化修繕工

事を、各地区からの要望書を踏まえ計画的に実施します。 

期待される 

効果 

冠水解消のため道路側溝整備工事及び舗装の老朽箇所の打ち換え工事を実施することで、市民の安心

感・安全性の向上を図ります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆排水整備工事 

◆道路舗装新設工事 

◆橋梁改修工事 

◆道路舗装補修工事 

◆排水整備工事 

◆道路舗装新設工事 

◆橋梁改修工事 

◆道路舗装補修工事 

予算額          １００，０００千円 計画額（概算）      １２０，０００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

舗装新設 

※舗装率 
％ 73.57 74.30 74.50 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

 5 

事 業 名 交通安全施設整備事業 担当課 建設課 

事業内容 
特に通学路や事故多発地帯を中心に、区画線の引直し、カーブミラーや転落防止柵等を整備し市道の安

全性を高めます。 

期待される 

効果 

市内の通学路を中心に、薄くなった区画線を引き直すことにより児童・生徒の安全性を高めるとともに、

カーブミラーを設置し見通しの悪い交差点の視認性を高め、交通事故の減少を図ります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆区画線の設置 

◆カーブミラーの設置 

◆転落防止柵等の復旧 

◆区画線の設置 

◆カーブミラーの設置 

◆転落防止柵等の復旧 

予算額           １２，０００千円 計画額（概算）       １５，０００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

区画線整備 

※１ 年間の区画線整備延長 

※２ 目標値について、整備状況

等を踏まえ見直したもの。 

ｍ/年 6,656 8,000 10,000 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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街・道・自然が織り成す市域を創る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 1 

事 業 名 総合交通計画推進事業 担当課 地域振興課 

事業内容 第３次東金市総合交通計画の策定をします。 

期待される 

効果 

前回の計画策定から５年が経過し地域公共交通を取り巻く社会情勢の変化を踏まえて、地域の現状把握

及び日常の移動実態や公共交通利用者ニーズを詳細に調査のうえ、計画を策定することにより、市民の

移動実態に則した公共交通網の整備が見込まれます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

第３次東金市地域公共交通計画の進行管理 

…第３次東金市地域公共交通計画に記載した事業の進行

管理をします。 

第３次東金市地域公共交通計画の進行管理 

…第３次東金市地域公共交通計画に記載した事業の進行

管理をします。 

予算額              ５２６千円 計画額（概算）          ５２６千円 

経営重点戦略 ○ 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-⑶ 生活に適応した公共交通網の再編 

JR 東金駅、福俵駅と求名駅のバリアフリー化や乗り継ぎ拠点の整備検討などの利便性向上

に努めるとともに、身近な交通手段である路線バスに加え、これを補完する循環バスやデマ

ンドタクシーなどの二次交通についても、少子高齢化などの社会状況を見極めた活用しやす

い公共交通体系の整備を推進します。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



４５ 

 

 2 

事 業 名 デマンドタクシー運行事業 担当課 地域振興課 

事業内容 
高齢者や障がい者の自立した日常生活や社会生活を維持、改善するため、デマンドタクシーを運行して

います。 

期待される 

効果 
デマンドタクシーの運行により、高齢者や障がい者のより活発な社会生活への参画が見込まれます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

デマンドタクシーの運行 

・一般乗合旅客自動車運送事業者と業務委託契約を締結

し、運行業務を実施します。 

・利用者を特定する等、運行形態の見直しを検討します。 

デマンドタクシーの運行 

・一般乗合旅客自動車運送事業者と業務委託契約を締結

し、運行業務を実施します。 

・利用者を特定する等、運行形態の見直しを検討します。 

予算額           ２１，６９８千円 計画額（概算）       ２１，６９８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

東金市乗合タクシー 

年間利用者数 
人 8,332 14,181 14,670 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 3 

事 業 名 バス路線確保対策事業 担当課 地域振興課 

事業内容 
公共交通不便地域の解消等を図るため、市街地と福岡地区・豊成地区を結ぶ市内循環バスを運行してい

ます。 

路線バス（八街線 上布田経由）に対し補助金を交付しています。 

期待される 

効果 
公共交通不便地域の解消等を図ることにより、市民の日常生活に不可欠な移動手段が確保されます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆市内循環バス福岡路線・豊成路線の運行 

 …一般乗合旅客自動車運送事業者との運行業務の委

託に係る長期継続契約（契約期間：令和３年１月か

ら５年間）の締結により、各路線の運行を行います。 

◆市内循環バス福岡路線・豊成路線、八街線（上布田経

由）等の運行の見直し 

 …福岡及び豊成地区循環バス推進委員会及び東金市

地域公共交通会議において運行形態の見直しを検

討し、公共交通ネットワークの改善に努めます。 

◆市内循環バス福岡路線・豊成路線の運行 

 …一般乗合旅客自動車運送事業者との運行業務の委

託に係る長期継続契約（契約期間：令和３年１月か

ら５年間）の締結により、各路線の運行を行います。 

◆市内循環バス福岡路線・豊成路線、八街線（上布田経

由）等の運行の見直し 

 …福岡及び豊成地区循環バス推進委員会及び東金市

地域公共交通会議において運行形態の見直しを検

討し、公共交通ネットワークの改善に努めます。 

予算額           ２４，１６１千円 計画額（概算）       ２４，１６１千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

市内循環バス福岡路線 

年間利用者数 
人 8,127 10,627 10,994 

市内循環バス豊成路線 

年間利用者数 
人 5,474 7,341 7,594 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

 



４６ 

 

 4 

事 業 名 JR 東金線バリアフリー化事業 担当課 地域振興課 

事業内容 

JR 東金駅西口と東口を結ぶ跨線人道橋の耐震化及び利便性向上のため、エレベータの設置を建設課、都

市整備課、地域振興課にて検討します。 

バリアフリー法の対象となる JR 求名駅にエレベータを設置するため、JR 東日本千葉支社と JR 東金線複

線化促進協議会にて協議を継続します。 

JR 福俵駅のホーム入口の勾配の緩和について JR 東日本千葉支社への要望を継続します。 

期待される 

効果 

バリアフリー化を実現することによって JR 東金線の利便性向上が図られ、利用者数の増加が見込まれま

す。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆JR 東金駅東口の開設 

 …東金駅東口新改札口整備等に関する設計を行って

いきます。 

◆JR 求名駅跨線橋 

 …エレベータの設置について、JR 東日本千葉支社との

協議を継続します。 

◆JR 福俵駅ホーム 

 …ホーム入口の勾配緩和について JR 東日本千葉支社

と協議を継続していきます。 

◆JR 東金駅東口の開設 

 …東金駅東口新改札口整備等を行っていきます。 

 

◆JR 求名駅跨線橋 

 …エレベータの設置について、JR 東日本千葉支社との

協議を継続します。 

◆JR 福俵駅ホーム 

 …ホーム入口の勾配緩和について JR 東日本千葉支社

と協議を継続していきます。 

予算額           ２２，００２千円 計画額（概算）             未定 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 

 

 5 

事 業 名 乗り継ぎ拠点整備事業 担当課 地域振興課 

事業内容 
様々な交通手段の乗り継ぎ拠点の整備に向けた協議･検討を行い、庁内組織づくりや、事業者などとの調

整、事業実施の可能性に向けた調査を実施していきます。 

期待される 

効果 
市民等公共交通利用者が多様な交通手段を利用・選択しやすい環境づくりが図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

乗り継ぎ拠点整備検討プロジェクト会議 

…都市整備課、地域振興課の職員で構成するプロジェク

トチームにて乗り継ぎ拠点整備に係る課題の整理、先

進地への視察等を実施し、東金市に適した乗り継ぎ拠

点について検討します。 

乗り継ぎ拠点整備検討プロジェクト会議 

…都市整備課、地域振興課の職員で構成するプロジェク

トチームにて乗り継ぎ拠点整備に係る課題の整理、先

進地への視察等を実施し、東金市に適した乗り継ぎ拠

点について検討します。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ○ 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 公共下水道施設老朽化対策事業 担当課 下水対策課 

事業内容 
東金市公共下水道ストックマネジメント計画により、明確かつ具体的な施設管理目標及び長期的な改築

シナリオを設定し、点検・調査計画及び修繕・耐震化・改築更新を推進します。 

期待される 

効果 

ストックマネジメント計画に基づき、効率的・効果的な点検・調査を実施し、施設の劣化状態を把握し

管理することにより、施設の安全性を確保することができます。 

また、長期的な改築シナリオを踏まえた効果的な修繕・改築を実施することにより、施設のライフサイ

クルコストの低減を図ることができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆ストックマネジメント計画に基づく点検・調査及び改

築更新（国庫補助事業）を実施します。 

◆公共下水道施設台帳のデータの更新を行います。 

◆ストックマネジメント計画に基づく点検・調査及び改

築更新（国庫補助事業）を実施します。 

◆公共下水道施設台帳のデータの更新を行います。 

予算額           ８７，５１８千円 計画額（概算）       ７５，０００千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 公共下水道施設維持管理事業 担当課 下水対策課 

事業内容 公共下水道事業の事業計画に沿った施設の保守点検、修繕等により適正な維持管理を図ります。 

期待される 

効果 

施設の保守点検・修繕等を適切かつ合理的に図り、汚水処理施設における水処理機能を適正に維持する

ことにより、公共用水域の良好な水環境保全を推進することができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆管渠の清掃 

◆管渠の修繕 

◆路面の復旧 

◆草刈・清掃の実施 

◆ポンプの修繕 

◆機器類の修繕 

◆東金市公共下水道事業計画（変更）に係る関係機関との

協議 

◆管渠の清掃 

◆管渠の修繕 

◆路面の復旧 

◆草刈・清掃の実施 

◆ポンプの修繕 

◆機器類の修繕 

 

 

予算額          ３５４，８８３千円 計画額（概算）      ３５０，０００千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○  

3-⑷ 都市基盤（下水道、ガス、公園・緑地など）と 

              河川・水路の維持・管理 

快適な市民生活の維持のために都市基盤の計画的な維持・管理を行い、民間資本の住宅建

設や商業施設が参入しやすい環境を整備します。 
また、河川や幹線排水路は、景観形成や防災面でも重要であり、計画的な維持・管理を図

ります。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



４８ 

 

 3 

事 業 名 公共下水道汚泥再資源化事業 担当課 下水対策課 

事業内容 
千葉県が主体となり、市町村と連携して策定する「広域化・共同化計画」において、発生汚泥の適正処

理を行うための手法など、近隣市町との共通課題やニーズ、処理コストの縮減を課題とし、最も経済的

な再生利用方法等を検討します。 

期待される 

効果 

千葉県所管の流域下水道施設において、市町村管理の単独公共下水道施設から発生する汚泥を共同処理

することで、施設更新や維持管理に係るコスト縮減を図ることができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

令和４年度に千葉県が策定した「広域化・共同化計画」

に基づき、汚泥処理の広域連携を検討します。 

令和４年度に千葉県が策定した「広域化・共同化計画」

に基づき、汚泥処理の広域連携を検討します。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 農業集落排水処理施設統廃合事業 担当課 下水対策課 

事業内容 
処理施設の事業間連携による汚水処理システムの最適化（処理施設の接続・統廃合）による維持管理費

のコスト縮減と、持続可能な汚水処理システムの構築を計画的に推進します。 

期待される 

効果 

農業集落排水施設の設置経過年数等による更新時期を踏まえ、段階的に東金市浄化センターへ統合する

ことにより、大幅な維持管理費のコスト縮減を図ることができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

上谷地区及び嶺南・正気西部地区における農業集落排水

事業（統廃合）に係る管渠接続工事を行います。 

また、松之郷地区における農業集落排水事業に係る国庫

補助要望（概算要望）を行います。 

上谷地区及び嶺南・正気西部地区における農業集落排水

事業（統廃合）に係る施設撤去工事等を行います。 

また、松之郷地区における農業集落排水事業（統廃合）

に係る詳細設計を行います。 

予算額          ２６５，５８４千円 計画額（概算）      ２３９，８９５千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

処理場削減率 

※年度末の既存処理施設数に

対する削減された処理施設数

の割合 

％ 0 0 40.0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 農業集落排水施設維持管理事業 担当課 下水対策課 

事業内容 農業集落排水事業の最適整備構想に沿った施設の保守点検、修繕等により適正な維持管理を図ります。 

期待される 

効果 

施設の保守点検・修繕等を適切かつ合理的に図り、汚水処理施設における水処理機能を適正に維持する

ことにより、公共用水域の良好な水環境保全を推進することができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆管渠の修繕 

◆路面の復旧 

◆ポンプの修繕 

◆機器類の修繕 

◆管渠の修繕 

◆路面の復旧 

◆ポンプの修繕 

◆機器類の修繕 

予算額           ７３，８２０千円 計画額（概算）       ７２，０００千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
 



４９ 
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事 業 名 浄化槽設置促進事業 担当課 下水対策課 

事業内容 
公共下水道や農業集落排水が利用できない地域で、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するた

め、単独処理浄化槽や汲み取り便所から合併処理浄化槽へ転換する場合に経費の一部を補助します。 

期待される 

効果 
合併処理浄化槽の適正な管理の推進を図り、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆単独処理浄化槽及び汲み取り便所から合併処理浄化

槽への転換を促進します。 

◆補助基数を拡充し、汚水処理人口普及率の目標達成に

向けて、事業を加速化します。 

◆単独処理浄化槽及び汲み取り便所から合併処理浄化

槽への転換を促進します。 

◆補助基数を拡充し、汚水処理人口普及率の目標達成に

向けて、事業を加速化します。 

予算額           ６４，３６３千円 計画額（概算）       ８４，６８２千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

汚水処理人口普及率 ％ 76.8 78.2 79.0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 浄化槽維持管理促進事業 担当課 下水対策課 

事業内容 
合併処理浄化槽の適正な管理の推進を図り、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、合

併処理浄化槽を適正に維持管理を行う者に経費の一部を補助します。 

期待される 

効果 
合併処理浄化槽の適正な管理の推進を図り、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆補助申請の受付を行います。 

◆適正な維持管理の周知を行います。 

◆補助申請の受付を行います。 

◆適正な維持管理の周知を行います。 

予算額           １０，６６５千円 計画額（概算）       １１，５５０千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

浄化槽法定検査受検率（11 条） ％ 
12.9 

（R4）

9.7 

 

10.0 

 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 ガス供給施設等改築更新整備事業 担当課 ガス課 

事業内容 
所管するガス供給施設等の老朽化による改築更新や供給改善工事等の実施、また、耐震性のある材質の

ガス管へ入替することで災害等に強いガスを目指します。 

期待される 

効果 
被災時の被害低減とガスの安定供給が期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆ガス熱量・燃焼性測定装置更新工事：一式 

◆ガス本支管入替工事…L=1,237m 

ガス本支管入替工事…L=295m 

 

予算額          １７５，８８３千円 計画額（概算）      １７５，８８３千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

工事進捗率 

※計画期間中のガス管入替工事

の実施延長（累計） 

ｍ 2,640.5 2,760 2,900 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 ガス内部管理事業 担当課 ガス課 

事業内容 
ガス事業を運営するにあたり必要な事務及び事業を行います。また、経営安定に必要な収入を確保する

とともに経費の縮減に努めます。 

期待される 

効果 
市民に安価なガスを安定的に供給します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆需要家へのガスの供給に係る原料ガスを購入します。 

◆ガス事業に係る職員給与費、委託作業費、減価償却費

等の供給販売費及び一般管理費を支出します。 

◆需要家へのガスの供給に係る原料ガスを購入します。 

◆ガス事業に係る職員給与費、委託作業費、減価償却費

等の供給販売費及び一般管理費を支出します。 

予算額        １，２７３，４４４千円 計画額（概算）    １，２７３，４４４千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 保安事業 担当課 ガス課 

事業内容 需要家が安全にガスを使用できるよう消費機器調査等を行います。 

期待される 

効果 
都市ガスを安全、安心に利用していただけます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆内管消費機器定期調査業務委託 

◆保安作業等業務委託 

◆ガスマッピングシステム更新業務委託 

◆内管消費機器定期調査業務委託 

◆保安作業等業務委託 

◆ガスマッピングシステム更新業務委託 

予算額           ３０，９１６千円 計画額（概算）       ３０，９１６千円 



５１ 

 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

ガス事故の発生 

※重大な事故に係るもの 
件 0 0 0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 供給施設維持・管理事業 担当課 ガス課 

事業内容 所管するガス供給施設等の修繕や維持管理を行います。 

期待される 

効果 
ガス供給施設の修繕・維持管理を通じガスの安定供給を図ります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆ガス供給施設等の修繕工事を行います。 

◆ガス供給施設等の保守点検業務を行います。 

◆ガス供給施設等の修繕工事を行います。 

◆ガス供給施設等の保守点検業務を行います。  

予算額           ３４，８６２千円 計画額（概算）       ３４，８６２千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 受注工事事業 担当課 ガス課 

事業内容 需要家等から受注を受けた工事を実施します。 

期待される 

効果 

都市ガスの利用希望者からの申込みを受け、ガスを供給するための配管設計や検査を行い、ガスを安全

に使用できる状態にします。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆内管工事 

 ・新設工事…214 件 

 ・増設工事…83 件 

 ・その他工事…345 件 

◆需要本支供給管工事 

 ・本支管工事…280ｍ 

 ・供給管工事…70 件 

◆内管工事 

 ・新設工事…153 件 

 ・増設工事…83 件 

 ・その他工事…345 件 

◆需要本支供給管工事 

 ・本支管工事…280ｍ 

 ・供給管工事…70 件 

予算額          １１３，１２６千円 計画額（概算）      １１３，１２６千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 ガスメーター等管理事業 担当課 ガス課 

事業内容 ガス使用量を適正に計るため、計量法に基づいた管理を行います。 

期待される 

効果 
正確な検針と安全機能の確保を図り、需要家が安心してガスを使用できるようにします。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆ガスメーターの在庫管理、購入・修理を行います。 

◆検定有効期間を満了するメーターの取替えを行います。 

◆ガスメーターの在庫管理、購入・修理を行います。 

◆検定有効期間を満了するメーターの取替えを行います。 

予算額           ３２，０４８千円 計画額（概算）       ３２，０４８千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
 



５２ 
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事 業 名 公園・緑地維持管理事業 担当課 都市整備課 

事業内容 
公園緑地等について、園内清掃、草刈、公園施設の点検や補修を行い、公園利用者が安全快適に公園を

利用できるよう維持管理を行います。 

期待される 

効果 
公園利用者が公園を安全快適に利用でき、防犯の観点からも効果があります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆公園・緑地の清掃管理（82 か所）を行います。 

◆遊具の点検・修繕（49 か所）を行います。 

◆公園・緑地の清掃管理（82 か所）を行います。 

◆遊具の点検・修繕（49 か所）を行います。 

予算額           ９７，４３１千円 計画額（概算）      １０１，４３４千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

公園遊具点検判定割合 ％ 46.5 52.0 55.0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 公園施設老朽化対策事業 担当課 都市整備課 

事業内容 
公園の使用者が安心安全に公園を利用できるよう、公園施設長寿命化計画を策定し、老朽化した公園施

設の修繕・更新を行います。 

期待される 

効果 

公園の使用者が安全・安心して利用できる環境を提供し、災害時の一次避難所としての活用などにおけ

る施設の安全性の向上にも効果があります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆公園施設の長寿命化計画の策定を行います。 

◆公園施設の修繕（13 か所）を行います。 

◆公園施設の長寿命化計画の策定を行います。 

◆公園施設の修繕（13 か所）を行います。 

予算額            ５，３５０千円 計画額（概算）        ７，５００千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 協働の公園管理事業 担当課 都市整備課 

事業内容 
協働のまちづくりの普及啓発を行い、市民と行政の良好な協力関係を構築し、「協働の公園管理」を促進

し、市民団体に協働作業に必要な資材の支給や費用の助成を行います。 

期待される 

効果 

公園等の簡易的な作業を自分達で行うことで住民の交流を通じて地域コミュニティの形成の一助とな

り、日常的に公園が綺麗になることによる使用マナーの向上にも効果があります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

公園における協働事業実施団体へ協働事業に必要な資

材支給や費用の助成を行います。 

…「協働による公園管理」：９団体による 13 公園及び

３緑地の管理 

公園における協働事業実施団体へ協働事業に必要な資

材支給や費用の助成を行います。 

…「協働による公園管理」：９団体による 13 公園及び

３緑地の管理 

予算額            １，３００千円 計画額（概算）        １，３０２千円 



５３ 

 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

協働で公園管理をする市民

団体数 
団体 9 10 11 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 公園整備事業 担当課 都市整備課 

事業内容 
市民が身近に感じられる緑の空間を適正に配置し、良好な生活環境の形成による快適なまちになるよう

公園整備を進めます。 

期待される 

効果 

住宅地における快適な空間の提供により、地域の活気や賑わいの創出や子育て世代の交流に貢献でき、

生活環境の向上にも効果があります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆新規整備公園についてパブリックコメントを実施し、

整備計画を策定します。 

◆公園整備にかかる概算費用を算定します。 

新規整備公園の造成工事を進めます。 

 

 

予算額                ０千円 計画額（概算）       ６５，０００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

住民一人当たりの都市公園面積 ㎡ 5.7 6.0 6.0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 河川改修事業 担当課 建設課 

事業内容 
千葉県と連携し、真亀川・作田川・南白亀川河川改修促進事業や市街地排水・地域排水改善を目的とし

た河川改修事業を推進します。 

期待される 

効果 
河川改修や排水路整備を行い、雨水による冠水被害の軽減や生活環境の向上を図ります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

地域排水路の整備 

・台方区内線水路整備工事 

・菱沼区内線水路整備工事 

・武射田区内線水路整備工事 

・上谷区内線水路整備工事 

 

 

 

 

◆測量設計 

 ・高島区内線水路整備工事測量業務委託 

 ・武射田区内線水路整備工事測量設計業務委託 

 ・水路整備工事測量設計業務委託（新規路線） 

◆地域排水路の整備 

 ・菱沼区内線水路整備工事 

 ・武射田区内線水路整備工事 

 ・上谷区内線水路整備工事 

 ・水路整備工事（新規路線） 

予算額           ８０，６４０千円 計画額（概算）       ９２，０００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

河川改修工事整備延長 

※１ 累計 

※２ 目標値について、整備状況

等を踏まえ見直したもの。 

ｍ 1,677 1,798 1,991 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
 



５４ 
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事 業 名 河川維持管理事業 担当課 建設課 

事業内容 
準用河川及び地域排水路について、施設の機能や環境、安全を維持するため河川修繕工事、河道の浚渫

工事や河川・水路敷地の除草業務を実施します。 

期待される 

効果 
準用河川や地域排水路における排水機能の維持と生活環境の保全を図ります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆河川修繕工事 

◆河道浚渫工事 

◆水路底打ち工事 

◆水路補修工事 

◆除草業務 

◆河川修繕工事 

◆河道浚渫工事 

◆水路底打ち工事 

◆水路補修工事 

◆除草業務 

予算額           １５，４２４千円 計画額（概算）       １７，５００千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 調整池管理事業 担当課 建設課 

事業内容 
調整池施設の機能及び安全性を維持するため、排水ポンプ施設並びに非常用自家発電設備の定期点検や

施設の補修を行うとともに、環境対策として敷地内の除草業務を計画的に実施します。 

期待される 

効果 

調整池の機能を適正に維持することにより、雨水による冠水被害の軽減を図ります。 

また、調整池敷地内の除草等を行うことにより住環境の保全を図ります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆電気設備保安業務委託 

◆ポンプ施設保守点検業務委託 

◆調整池管理業務委託 

◆フェンス・ポンプ等修繕工事 

◆調整池浚渫工事 

◆ポンプ施設補修工事 

◆調整池蓄電設備補修工事 

◆電気設備保安業務委託 

◆ポンプ施設保守点検業務委託 

◆調整池管理業務委託 

◆フェンス・ポンプ等修繕工事 

◆ポンプ施設補修工事 

◆調整池蓄電設備補修工事 

 

予算額           ４８，５４５千円 計画額（概算）       ３２，５００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

調整池堆積土除去率 ％ 80 100 100 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 かんがい排水事業 担当課 農政課 

事業内容 農業用排水路の整備・補修を推進します。 

期待される 

効果 

農業用用排水路の機能を維持し、営農に必要な用水の確保や排水の整備・補修による洪水発生の軽減に

効果が期待されます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆幹線排水路の護岸補修工事を行います。 

◆素掘り水路からコンクリート水路への更新を行います。 

◆幹線排水路の護岸補修工事を行います。 

◆素掘り水路からコンクリート水路への更新を行います。 

予算額           ４６，８９０千円 計画額（概算）      １７０，１００千円 



５５ 

 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

農業用排水路の整備・補修 

※計画期間中の整備・補修延長

（累計） 

ｍ 563 555 750 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 土地改良施設維持管理適正化事業 担当課 農政課 

事業内容 水門などの水利施設の整備補修を推進します。 

期待される 

効果 

水門や排水機場の整備補修により、営農環境の向上、農作物への被害や洪水発生の軽減に効果が期待さ

れます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

水門、排水機場などの整備補修を行います。 水門、排水機場などの整備補修を行います。 

予算額            ２，９３４千円 計画額（概算）       ４３，６４１千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

水門整備補修 

※計画期間中の整備補修箇所数

（累計） 

箇所 1 1 2 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 施設等維持管理事業 担当課 農政課 

事業内容 農業用施設の適切な維持管理を推進します。 

期待される 

効果 
良好な営農環境の保全や農道等の事故防止などに効果が期待されます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆農道、排水路、排水機場、ため池などの農業用施設の

維持・管理を行います。 

◆農道の道普請などに原材料を支給し地域活動の支援

を行います。 

◆農道、排水路、排水機場、ため池などの農業用施設の

維持・管理を行います。 

◆農道の道普請などに原材料を支給し地域活動の支援

を行います。 

予算額           ４０，７６１千円 計画額（概算）       ３６，２９１千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

  



５６ 
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事 業 名 住宅環境啓発事業 担当課 都市整備課 

事業内容 
少子高齢化や、自然災害、感染症などの社会情勢の変化に対応しながら、豊かな住生活を目指すため、

住まい方や暮らし方などの住宅環境に関する啓発普及活動とともに、必要となる具体的な施策の検討を

行います。 

期待される 

効果 

市民が求める情報を適時適格に発信することにより、住宅環境の質が向上し、安心して長く住み続ける

ことが可能な住宅の増加に効果があります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆国、県から提供される住宅に関する情報(バリアフリ

ー等のリフォーム補助)の啓発、普及活動を行います。 

◆建築関係団体等との連携や協力体制について検討を

行います。 

◆国、県から提供される住宅に関する情報(バリアフリ

ー等のリフォーム補助)の啓発、普及活動を行います。 

◆建築関係団体等との連携や協力体制について検討を

行います。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 耐震診断補助事業 担当課 都市整備課 

事業内容 木造住宅の耐震診断費の一部を補助します。 

期待される 

効果 
耐震診断により耐震改修が必要な住宅であるかどうかの判断ができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

木造住宅の耐震診断費の一部を補助します。 木造住宅の耐震診断費の一部を補助します。 

予算額               ８０千円 計画額（概算）           ８０千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

住宅耐震化率 ％ 92.4 92.4 95.0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
 

3-⑸ 住環境の整備と生活環境への配慮 

安心して住み続けられるまちづくりのため、良好な住宅地の形成や住宅耐震化などの住宅

支援策の推進、公営住宅の適正な管理を行うとともに、空き家などの有効活用を推進します。 
市民、事業者、行政の３者が協力し、公害防止や環境汚染への対応のほか、地球温暖化対

策の推進と循環型社会の構築を目指します。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



５７ 
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事 業 名 耐震改修補助事業 担当課 都市整備課 

事業内容 
耐震診断により耐震改修工事が必要と判断された木造住宅について、耐震改修に係る設計費、工事監理

費及び工事費の一部を補助します。 

期待される 

効果 

住宅の安全性の向上が図られ、地震による住宅の被害を最小限に留め、災害に強い住宅と人命の安全確

保に効果があります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

耐震診断により耐震改修工事が必要と判断された木造

住宅について、耐震改修に係る設計費、工事監理費及び

工事費の一部を補助します。 

耐震診断により耐震改修工事が必要と判断された木造

住宅について、耐震改修に係る設計費、工事監理費及び

工事費の一部を補助します。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

住宅耐震化率 

《再掲》 
％ 92.4 92.4 95.0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 耐震化啓発事業 担当課 都市整備課 

事業内容 
千葉県及び建築関係団体等の協力を得ながら、建築士等による耐震相談会を実施し、建築物の所有者等

の耐震化に関する意識の啓発、知識の普及を図ります。 

期待される 

効果 
住宅の耐震化に関する意識の醸成が図られ、住宅の安全性の向上に効果があります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆耐震相談会を開催します。 

◆広報、回覧、ダイレクトメールによる啓発を行います。 

◆耐震相談会を開催します。 

◆広報、回覧、ダイレクトメールによる啓発を行います。 

予算額               １４千円 計画額（概算）           １４千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

住宅耐震化率 

《再掲》 
％ 92.4 92.4 95.0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 宅地耐震化事業 担当課 都市整備課 

事業内容 

大規模盛土造成地のうち、活動崩落により家屋や道路などに影響を及ぼすおそれのある 23 箇所につい

て、二次スクリーニング計画を作成（計画準備・資料収集、基礎資料整理、現地踏査、優先度評価、宅

地カルテ作成等）し、二次スクリーニング計画の調査結果により、必要となる箇所の安全性評価を実施

します。 

期待される 

効果 

大規模盛土に関する詳細な情報を把握することで、宅地の安全性に関する計画の策定における資料や住

民説明資料として活用します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

第二次スクリーニング計画の対象地について、「大規模

盛土造成地の経過観察マニュアル」を活用し、点検等を

実施します。 

第二次スクリーニング計画の対象地について、「大規模

盛土造成地の経過観察マニュアル」を活用し、点検等を

実施します。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

大規模盛土造成地の二次スク

リーニング計画調査対象箇所の

安全性評価 

※累計 

箇所 0 14 23 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 市営住宅維持管理事業 担当課 都市整備課 

事業内容 市営住宅を良好な環境に維持するため、設備機器の維持管理委託、小破修理や修繕工事を行います。 

期待される 

効果 
住人の日常生活に支障をきたすことなく、市営住宅の良好な環境を維持する効果があります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆施設の保守点検や維持管理を実施します。 

◆設備機器の破損や故障の際は速やかに修理修繕を行

います。 

◆施設の保守点検や維持管理を実施します。 

◆設備機器の破損や故障の際は速やかに修理修繕を行

います。 

予算額            ７，８８０千円 計画額（概算）        ７，８８０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 市営住宅整備事業 担当課 都市整備課 

事業内容 
家徳、丘山、谷及び福俵団地については、必要な改修・修繕を実施しながら、入居者の退去後に廃止、

除却します。 

広瀬団地については、設備定期点検結果と施設全体の劣化等をもとに事後保全により維持管理します。 

期待される 

効果 

市営住宅の需要が減少していく中、必要戸数を適正に管理し、除却後の跡地の有効利用に役立てます。 

使用可能な住宅の改修を行い、住宅に困窮する低所得者に対して低廉な家賃での供給をすることで、市

民の生活の安定を図る効果があります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

入居者が退去した家徳団地平屋住宅１棟について廃止、

除却します 

広瀬団地を除く団地については、入居者の退去後に廃

止、除却します。 

予算額            １，２１０千円 計画額（概算）        １，２１０千円 



５９ 

 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

除却予定市営住宅残数 棟 13 9 7 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 借上げ民間賃貸住宅事業 担当課 都市整備課 

事業内容 既存の老朽化施設を廃止し、民間賃貸住宅を借上げて適正な市営住宅の供給戸数を管理します。 

期待される 

効果 

住宅に困窮する低所得者に対して低廉な家賃での供給をすることで、市民の生活の安定が図れ、また、

高齢者等への対策（バリアフリー化等）の充実を図る効果があります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆供給計画を作成します。 

◆事業者募集要項を作成します。 

◆現入居者への意見聴取を実施します。 

◆供給計画を作成します。 

◆事業者募集要項を作成します。 

◆現入居者への意見聴取を実施します。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

公営住宅供給戸数 戸 162 166 164 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 県営住宅事務事業 担当課 都市整備課 

事業内容 
県営の道庭及び求名団地の用地を引き続き借り上げ、千葉県に転貸し、適正な供給戸数を確保するよう

働きかけます。 

期待される 

効果 

住宅に困窮する低所得者に対して低廉な家賃での供給をすることで、市民の生活の安定を図る効果があ

ります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

県営の道庭及び求名団地の用地を引き続き借り上げ、千

葉県に転貸し、適正な供給戸数を確保します。 

県営の道庭及び求名団地の用地を引き続き借り上げ、千

葉県に転貸し、適正な供給戸数を確保します。 

予算額            ２，５６６千円 計画額（概算）        ２，５６６千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

公営住宅供給戸数 

《再掲》 
戸 162 166 164 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 空家等対策事業 担当課 都市整備課 

事業内容 
空家等対策の推進に関する特別措置法及び東金市空家等対策計画に基づき、空家等データベースを活用

し、適切な管理が行われていない空家等から地域住民の生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用

を促進させる空家等対策を実施します。 

期待される 

効果 
空家所有者等の空家の適正管理、発生抑制を促すことにより、良好な住環境の形成に効果があります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆空家の発生防止、活用、適正管理について所有者等の

意識啓発を行います。 

◆空家データベースを随時更新します。 

◆空家等実態調査（２期調査）を実施します。 

◆空家管理をふるさと納税のメニューへ追加していき

ます。 

◆空家の発生防止、活用、適正管理について所有者等の

意識啓発を行います。 

◆空家データベースを随時更新します。 

◆空家等実態調査（２期調査）を実施します。 

◆空家管理をふるさと納税のメニューへ追加していき

ます。 

予算額              ３７８千円 計画額（概算）          ３７８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

空家候補建物 件 950 950 現状維持 

管理不全の特定空家候補建物数 件 12 16 15 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 ごみ減量化・リサイクル推進事業 担当課 環境保全課 

事業内容 
ごみ減量化・リサイクル推進のために資源回収を行う登録団体に対する奨励金の交付、生ごみ堆肥化装置

の購入に対する補助金の交付、市役所ロビーにリサイクル情報の掲示、廃棄物減量等推進審議会の運営、

リサイクル倉庫による資源ごみの回収、廃食用油の回収を行い、ごみ減量化・リサイクルを推進します。 

期待される 

効果 

市民の排出するごみについての意識が向上されるため、ごみ減量化、資源物再利用への促進につながり

ます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆資源回収を行う登録団体に対する奨励金の交付を前

期と後期に分けて行います。 

◆ごみ集積施設整備の補助金の交付、生ごみ処理機の購

入に対する補助金の交付を予算の範囲で行います。 

◆市役所ロビーにリサイクル情報を掲示し家庭で不要

になった物を再利用するよう促します。 

◆リサイクル倉庫を市内８か所に設置し、市民が持ち寄

る資源物を委託業者へ売却し再資源化するほか、新た

な回収品目について検討します。 

◆資源回収を行う登録団体に対する奨励金の交付を前

期と後期に分けて行います。 

◆ごみ集積施設整備の補助金の交付、生ごみ処理機の購

入に対する補助金の交付を予算の範囲で行います。 

◆市役所ロビーにリサイクル情報を掲示し家庭で不要

になった物を再利用するよう促します。 

◆リサイクル倉庫を市内８か所に設置し、市民が持ち寄

る資源物を委託業者へ売却し再資源化するほか、新た

な回収品目について検討します。 

予算額            １，３１９千円 計画額（概算）        １，３１９千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

一人一日当たりのごみ排出量

【家庭系ごみ】 
ｇ 

682 

（R3）

530 

 

500 

 

リサイクル倉庫による資源

回収量 
ｔ 618 579 580 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

 



６１ 
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事 業 名 住宅用省エネルギー設備導入促進事業 担当課 環境保全課 

事業内容 
住宅用省エネルギー設備設置者に対し補助金を交付し、地球温暖化の防止及び地域における再生可能エ

ネルギーの導入を促進します。 

期待される 

効果 

家庭における地球温暖化対策の推進を図り、再生可能エネルギーの導入を効率的に促進することができ

ます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

家庭における地球温暖化の推進に加え、電力の強靱化を

図るための住宅用設備等を導入する上で必要な補助を

行います。 

①定置用リチウムイオン蓄電システムの導入に対する

補助 

 …７万円×35 件＝245 万円 

②電気自動車の導入に対する補助（住宅用太陽光発電設

備と V2H 充放電設備の併設の場合） 

 …15 万円×５件＝75 万円 

③電気自動車の導入に対する補助（住宅用太陽光発電設

備のみ併設の場合） 

 …10 万円×５件＝50 万円 

④プラグインハイブリッド自動車の導入に対する補助

（住宅用太陽光発電設備とV2H充放電設備の併設の場合） 

 …15 万円×５件＝75 万円 

⑤プラグインハイブリッド自動車の導入に対する補助

（住宅用太陽光発電設備のみ併設の場合） 

 …10 万円×５件＝50 万円 

⑥V2H 充放電設備の導入に対する補助 

 …25 万円×５件＝125 万円 

家庭における地球温暖化の推進に加え、電力の強靱化を

図るための住宅用設備等を導入する上で必要な補助を

行います。 

①定置用リチウムイオン蓄電システムの導入に対する

補助 

 …７万円×35 件＝245 万円 

②電気自動車の導入に対する補助（住宅用太陽光発電設

備と V2H 充放電設備の併設の場合） 

 …15 万円×５件＝75 万円 

③電気自動車の導入に対する補助（住宅用太陽光発電設

備のみ併設の場合） 

 …10 万円×５件＝50 万円 

④プラグインハイブリッド自動車の導入に対する補助

（住宅用太陽光発電設備とV2H充放電設備の併設の場合） 

 …15 万円×５件＝75 万円 

⑤プラグインハイブリッド自動車の導入に対する補助

（住宅用太陽光発電設備のみ併設の場合） 

 …10 万円×５件＝50 万円 

⑥V2H 充放電設備の導入に対する補助 

 …25 万円×５件＝125 万円 

予算額            ６，２００千円 計画額（概算）        ６，２００千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 環境啓発事業 担当課 環境保全課 

事業内容 
国・県の施策や、令和３年度策定予定の環境基本計画を踏まえ、地球温暖化対策やプラスチックごみ削

減に向けた調査研究等、環境意識の啓発を市民や事業者に定期的に行っていきます。 

期待される 

効果 
環境保全や環境汚染防止の意識の向上が図れます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆広報やホームページを通じて、地球温暖化対策やごみ
の削減についての啓発をし、市民や事業者の環境保全
等に対する意識の向上を図ります。 

◆真亀川をきれいにする協議会及び美しい作田川を守
る会を通じて、市民へ環境美化に対する意識啓発を図
ります。 

◆広報やホームページを通じて、地球温暖化対策やごみ
の削減についての啓発をし、市民や事業者の環境保全
等に対する意識の向上を図ります。 

◆真亀川をきれいにする協議会及び美しい作田川を守
る会を通じて、市民へ環境美化に対する意識啓発を図
ります。 

予算額              ２８１千円 計画額（概算）          ２８１千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 公害対策事業 担当課 環境保全課 

事業内容 
騒音、振動、悪臭、大気汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、地盤の沈下などの公害問題について、関係機

関と協力して法令及び条例に基づき指導に努めます。 

期待される 

効果 
公害問題に対して指導等を行うことにより、市民の健康や安全の確保、また市内の環境保全が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆公害発生源の調査、その解決などの指導や作業を実施
します。 

◆雄蛇ヶ池の水質検査を実施します。 
◆自動車騒音測定を実施します。 
◆埋立事業の規制を実施します。 

◆公害発生源の調査、その解決などの指導や作業を実施
します。 

◆雄蛇ヶ池の水質検査を実施します。 
◆自動車騒音測定を実施します。 
◆埋立事業の規制を実施します。 

予算額            １，２５７千円 計画額（概算）        １，２５７千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

公害苦情件数 件 73 60 59 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 不法投棄防止事業 担当課 環境保全課 

事業内容 
監視カメラ及び看板等の設置並びに不法投棄監視員及び市職員による市内全域の監視パトロールを実施
し、不法投棄の防止を図るとともに不法投棄された廃棄物の調査及び回収に努めます。 

期待される 

効果 

監視カメラ及び看板等の設置並びに監視パトロールの実施により、不法投棄の抑止効果が図られます。 

また、不法投棄された廃棄物の調査及び回収を実施することで、便乗ゴミ等の不法投棄の連鎖に対する

防止効果が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆監視カメラ及び看板等の維持管理や設置等を実施し
ます。 

◆不法投棄監視員及び環境保全課職員による市内全域
のパトロールを実施します。 

◆不法投棄物を発見した場合は調査・回収を実施します。 

◆監視カメラ及び看板等の維持管理や設置等を実施し
ます。 

◆不法投棄監視員及び環境保全課職員による市内全域
のパトロールを実施します。 

◆不法投棄物を発見した場合は調査・回収を実施します。 

予算額            １，４５８千円 計画額（概算）        １，４５８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

不法投棄物の回収件数 件 288 96 92 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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保健・医療・福祉の充実と連携を推進し、市民一人ひとりが心も体も健康で、身近な住み慣れた

地域で支え合いながら生き生きと暮らせるまちを創ります。 
また、災害や犯罪から市民の生命、財産を守り、市民が安全・安心を実感できる暮らしを創りま

す。 

 

 

（１）健康保健施策の充実 

（２）医療体制の充実 

（３）地域福祉の推進と社会保障制度の充実 

（４）高齢者福祉の充実 

（５）障がい者福祉の充実 

（６）自然災害や犯罪などへの対策 

 
 
 
 
  

安心で健やかな暮らしを創る 

まちづくりの柱４ 

まちづくりの柱を実現させるための施策 



６４ 

 

安心で健やかな暮らしを創る 
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事 業 名 健康診査事業 担当課 健康増進課 

事業内容 各種健診（検診）や健診後の保健指導を実施し、疾病の早期発見、早期治療を図ります。 

期待される 

効果 
健康増進及び疾病の重症化防止により、健康寿命の延伸が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆各種検診を実施します。 

 ・集団がん検診（胃・大腸・乳がん・子宮頸がん・胸

部（肺・結核）） 

  …10 月～12 月：26 日間 

 ・個別がん検診（胃・乳がん・子宮頸がん） 

  …通年 

◆特定健康診査に準ずる健康診査を実施します。 

 …６月：10 日間 

◆骨粗しょう症検診を実施します。 

 …２日間 

◆肝炎ウイルス検診を実施します。 

 …通年 

◆成人歯科検診を実施します。 

 …５月～２月 

◆検診診実施後の結果説明を実施します。 

◆がん教育への協力を行います。 

◆各種検診を実施します。 

 ・集団がん検診（胃・大腸・乳がん・子宮頸がん・胸

部（肺・結核）） 

  …10 月～12 月：26 日間 

 ・個別がん検診（胃・乳がん・子宮頸がん） 

  …通年 

◆特定健康診査に準ずる健康診査を実施します。 

 …６月：10 日間 

◆骨粗しょう症検診を実施します。 

 …２日間 

◆肝炎ウイルス検診を実施します。 

 …通年 

◆成人歯科検診を実施します。 

 …５月～２月 

◆検診診実施後の結果説明を実施します。 

◆がん教育への協力を行います。 

予算額           ６６，４６１千円 計画額（概算）       ６６，４６１千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

がん検診精密検査受診率 ％ 85.0 85.6 86.1 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

4-⑴ 健康保健施策の充実 

市民一人ひとりが健康で暮らし続けることができるためには、健康的な生活習慣の大切さ

を自覚し、主体的に健康づくりに取り組むことが重要であり、そのため、きめ細かな保健サ

ービスを提供し、健康寿命の延伸を重視した取組みを推進します。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



６５ 

 

 2 

事 業 名 糖尿病性腎症等重症化予防事業 担当課 健康増進課 

事業内容 
新規人工透析導入者抑制のため、保健指導を実施し、早期治療につなげるとともに、継続した生活習慣

の改善を図ります。 

期待される 

効果 
生活習慣病の重症化防止により、健康寿命の延伸や生活の質の向上が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆国民健康保険加入者 40～74 歳の方に対し、保健指導

や受診勧奨を実施します。 

◆特定健診結果より、糖尿病予備群の方、腎機能低下が

予想される方を対象に、運動教室を実施します。 

◆国民健康保険加入者 40～74 歳の方に対し、保健指導

や受診勧奨を実施します。 

◆特定健診結果より、糖尿病予備群の方、腎機能低下が

予想される方を対象に、運動教室を実施します。 

予算額           ６６，８１３千円 計画額（概算）       ６６，８１３千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

年間新規透析導入者数の抑制 

（直近５年間の平均新規透析

導入者数） 

人 13.8 14.4 14.4 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 医療センター推進事業 担当課 医療センター推進課 

事業内容 

東千葉メディカルセンターを運営する地方独立行政法人東金九十九里地域医療センターに対し、地方独
立行政法人法に規定されている設立団体による負担（運営費負担金の支出）をするとともに、東千葉メ
ディカルセンターにおける施設整備等に係る経費の財源として、設立団体において地方債（病院事業債）
を発行し、貸し付けます。 
東千葉メディカルセンターの医療機関としての機能や地域における役割等に係る目標から成る同法人の
中期目標（４年間）を策定します。 
設立団体が定めた法人の中期目標の達成に向けて法人において策定する中期計画（４年間）に対する実
績等について評価を行います。 

期待される 

効果 

◆東千葉メディカルセンターを運営する地方独立行政法人東金九十九里地域医療センターの中期目標の
策定及びその達成に向けた法人による中期計画に基づく経営改善の取組みが進められます。 

◆山武長生夷隅保健医療圏で唯一の救命救急センターを有する地域の中核病院である東千葉メディカル
センターの運営の継続による地域医療体制の維持確保が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆事業負担金を支出します。 
・運営費分（一般財源） 

…公営企業に対する繰出基準の項目別に、地方財政
計画上の単価や地方交付税の算定における病床の
単価、また地方交付税措置額から算出したもの。 

・元利償還分（一般財源及び基金繰入金） 
…建設改良に要する経費としてメディカルセンタ

ーにおける施設整備等の財源としての法人への
貸付金として、設立団体おいて発行した病院事
業債の元利償還金に係る本市負担分（一般財源）
と基金（千葉県交付金原資）からの繰入金（そ
の他：基金繰入金）の合計額。 

◆法人の事業実績等の評価に係る評価委員会を開催し
ます（計２回開催予定）。 
…評価委員会における議案等については、前年度（令

和５年度）の事業実績評価（年度評価）及び財務諸
表の承認に係る意見聴取。 

 

◆事業負担金を支出します。 
・運営費分（一般財源） 

…公営企業に対する繰出基準の項目別に、地方財政計
画上の単価や地方交付税の算定における病床の単
価、また地方交付税措置額から算出したもの。 

・元利償還分（一般財源及び基金繰入金） 
…建設改良に要する経費としてメディカルセンタ

ーにおける施設整備等の財源としての法人への
貸付金として、設立団体おいて発行した病院事業
債の元利償還金に係る本市負担分（一般財源）と
基金（千葉県交付金原資）からの繰入金（その他：
基金繰入金）の合計額。 

◆次期（第５期）中期目標（及び中期計画）（期間：令
和８年度～令和 11 年度）を策定します。 
※中期計画については法人が策定するものとなります。 

◆法人の事業実績等の評価に係る評価委員会を開催し
ます（計５回開催予定）。 
…評価委員会における議案等については、前年度（令

和６年度）の事業実績評価（年度評価）及び財務諸
表の承認に係る意見聴取の外、当期（第４期）中期
目標期間における実績見込み評価（見込みの期間評
価）の実施、次期（第５期）中期目標（及び中期計
画）の策定に係るものとなります。 

予算額          ７９７，２３１千円 計画額（概算）      ８４０，２３８千円 

4-⑵ 医療体制の充実 

医療ニーズの多様化・高度化に対応すべく、三次救急医療機関「東千葉メディカルセンタ

ー」の機能充実、経営安定化と、広域的連携による地域医療体制の充実を図ります。 
また、市民生活に重大な脅威となり得る新たな感染症などに対しても、迅速に体制を整え

関係機関とともに適切な対策を行います。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



６７ 

 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

保健・医療の充実に対する市民

の満足度 

※中間点を「０点」とする評価点 

点 -3.28 >0 >0 

開設病床数 

※目標値について、第４期中期

目標・計画（令和３年度策定）

との整合などを図るため

見直したもの。 

床 279 285 301 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 看護師確保事業 担当課 医療センター推進課 

事業内容 
市内の看護師養成学校等の在籍学生のうち、地方独立行政法人東金九十九里地域医療センターが運営す

る東千葉メディカルセンターに看護師として従事しようとする方へ修学金等を貸し付けます。 

期待される 

効果 

◆地方独立行政法人東金九十九里地域医療センターが運営する東千葉メディカルセンターにおける看護

師の確保が図られます。 

◆医療人材が全国的に乏しいこの地域における人材の育成及び定着が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆修学資金等の貸付額等 

…修学金については４月及び 10 月に 60 万円ずつ（年

額 120 万円）貸し付け、入学支度金については１学

年時の４月に 50 万円以内を限度として貸し付けま

す（第 13 期生のみ）。 

◆貸付者数 

…第８期生：１人、第 10 期生：18 人、第 11 期生：

19 人、第 12 期生：20 人、第 13 期生：20 人、合計：

78 人 

◆修学資金等の貸付額等 

…修学金については４月及び 10 月に 60 万円ずつ（年

額 120 万円）貸し付け、入学支度金については１学

年時の４月に 50 万円以内を限度として貸し付けま

す（第 14 期生のみ）。 

◆貸付者数 

…第 11 期生：19 人、第 12 期生：20 人、第 13 期生：

20 人、第 14 期生：20 人、合計：79 人 

 

予算額          １０３，６００千円 計画額（概算）      １０４，８００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

看護師確保数 人 19 20 20 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６８ 

 

 3 

事 業 名 予防接種事業 担当課 健康増進課 

事業内容 
生後３か月までに百日せきの、麻しんでは生後 12 か月で母親から引き継いだ免疫が自然に失われるた

め、予防接種により病気にかかることの予防や社会に病気がまん延することを防止します。 

期待される 

効果 

予防接種を受けることにより、抵抗力を身につけ、感染症の予防やかかった際の重症化を防止し、周囲

の人への感染を防ぎ、社会的に感染症のまん延を防止します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆風しんの追加的対策として、昭和 37 年４月２日から

昭和 54 年４月１日生まれの男性に対し風しんの抗体

検査及び予防接種を実施します。 

◆定期予防接種を実施します。 

◆任意接種費用の助成（風しんワクチン）を行います。 

◆定期予防接種を実施します。 

◆任意接種費用の助成（風しんワクチン）を行います。 

 

 

 

予算額          １２３，９７９千円 計画額（概算）      １２２，４７２千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

麻しん風しん混合ワクチン予防

接種の接種率 
％ 79.7 95.0 95.0 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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安心で健やかな暮らしを創る 
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事 業 名 民生児童委員活動推進事業 担当課 社会福祉課 

事業内容 
住民の福祉の増進を図るため相談・助言その他の援助や関係行政機関への協力等を行っています。 

民生児童委員の組織体である、民生児童委員協議会に対し、会議費・研修費等として補助金を交付する

ことで行政では行き届かない身近な相談相手、見守り役としての活動を支援します。 

期待される 

効果 

構成員である民生委員は、住民の福祉の増進を図るため、相談・助言その他の援助や関係行政機関への

協力等を行っており、行政ではできない活動を支援する必要があります。 

本補助金により活動が円滑に実施され、住民の福祉の増進が見込まれます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

東金市を担当する民生委員がその職務を行う上で必要

な民生委員同士の連絡調整、福祉事務所やその他関係行

政機関との連携等を行います。 

東金市を担当する民生委員がその職務を行う上で必要

な民生委員同士の連絡調整、福祉事務所やその他関係行

政機関との連携等を行います。 

予算額            ３，２９５千円 計画額（概算）        ３，２９５千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 社会福祉協議会推進事業 担当課 社会福祉課 

事業内容 
住民参加や協働による福祉活動の支援、福祉コミュニティづくりや福祉サービス利用者等のサービス利

用の援助、地域での生活支援に向けた相談・支援活動、情報提供・連絡調整を展開し、地域福祉推進の

中核的な役割を果たす活動を支援します。 

期待される 

効果 

地域での生活支援に向けた相談・支援活動、情報提供・連絡調整を担い、地域福祉の推進を図る上で重

要な役割があります。 

また、障がい･高齢者分野における市の福祉事業の委託先になっており、福祉事業が円滑に実施され、地

域福祉の推進が期待されます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

総合的な企画や各部署との調整など社協事業の管理業

務を行います。 

また、地域ネットワーク活動等の推進・支援、共同募金・

歳末たすけあい運動への協力やボランティア活動、市民

活動の推進・福祉教育を行います。 

総合的な企画や各部署との調整など社協事業の管理業

務を行います。 

また、地域ネットワーク活動等の推進・支援、共同募金・

歳末たすけあい運動への協力やボランティア活動、市民

活動の推進・福祉教育を行います。 

予算額           ３４，１７２千円 計画額（概算）       ３４，１７２千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
 

4-⑶ 地域福祉の推進と社会保障制度の充実 

市民一人ひとりが地域で支え合い、生き生きと暮らせるよう社会福祉協議会などの関係機

関と連携し、地域福祉活動を推進します。 
また、全ての人が健康で文化的な暮らしを営めるよう、社会保障制度の適正な運用と周知

に努めるとともに、各種制度が安定的に運営できる対策を図ります。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



７０ 

 

 3 

事 業 名 生活困窮者自立支援事業 担当課 社会福祉課 

事業内容 

自立相談支援事業…生活困窮者に対し、就労の支援その他自立に関する問題等の相談に応じた必要な情

報の提供及び助言等を行います。 

住居確保給付金の支給…離職等により、住居喪失者又は住居喪失のおそれのある者に対し、常用就職を

目指した求職活動を行うこと等を要件として家賃相当額を３ケ月（最長９ケ月）

給付します。 

期待される 

効果 

生活困窮者の自立の促進、住居確保給付金による住居の確保と常用就職を図ります。 

子どもの学習生活支援事業の実施により、居場所を確保しながら、子どもを自立させる効果を見込み

ます。 

家計改善支援事業の実施により、自ら家計を管理しようとする意欲を高める効果と、生活困窮状態に陥

ることを防ぐ効果が期待されます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

相談窓口を設置し、相談支援員・就労支援員が自立相談

支援を行い、生活困窮者に対し、支援プランを作成し、

住居確保給付金の支給・家計改善支援等、就労に関する

支援を行います。 

また、子どもの学習生活支援事業により、居場所の確

保・学力の向上を目指します。 

相談窓口を設置し、相談支援員・就労支援員が自立相談

支援を行い、生活困窮者に対し、支援プランを作成し、

住居確保給付金の支給・家計改善支援等、就労に関する

支援を行います。 

また、子どもの学習生活支援事業により、居場所の確

保・学力の向上を目指します。 

予算額           １７，３３１千円 計画額（概算）       １７，３３１千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 介護保険給付事業 担当課 高齢者支援課 

事業内容 介護サービス利用に対し保険給付を行うとともに、給付状況を把握し、適正な給付を管理します。 

期待される 

効果 
被保険者の介護サービス利用に対し、必要な保険給付を行います。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

介護サービス利用に対し、保険給付を行います。 介護サービス利用に対し、保険給付を行います。 

予算額        ４，３９５，０００千円 計画額（概算）    ４，３９５，０００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

介護サービス施設 箇所 20 21 21 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 介護予防・生活支援サービス事業 担当課 高齢者支援課 

事業内容 
高齢者が出来るだけ要介護状態にならず、万が一、支援が必要な状態になっても重度化しないよう、従

前相当のサービスに加え、住民ボランティア団体などの多様な主体も参加し、介護予防・日常生活支援

総合事業を実施します。 

期待される 

効果 

こうした取組みに住民ボランティア団体などの多様な主体が参加していくことにより、支え合いの地域

づくりを推進していくとともに、高齢者の社会参加により生きがいや役割を持った生活や支えられる側

及び支える側双方の介護予防が図られます。 



７１ 

 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

従前相当のサービス、人員基準を緩和した生活支援サー

ビス（訪問Ａ）、住民主体による助け合いサービス（訪

問Ｂ・通所Ｂ）、保健・医療の専門職により短期間で行

われるサービス（通所Ｃ）等の多様なサービスを提供す

ることにより、要支援者等に対する効果的で効率的な支

援を行います。 

従前相当のサービス、人員基準を緩和した生活支援サー

ビス（訪問Ａ）、住民主体による助け合いサービス（訪

問Ｂ・通所Ｂ）、保健・医療の専門職により短期間で行

われるサービス（通所Ｃ）等の多様なサービスを提供す

ることにより、要支援者等に対する効果的で効率的な支

援を行います。 

予算額           ６９，４３７千円 計画額（概算）       ６９，４３７千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

総合事業サービスＡ、サービス

Ｂの担い手数 
人 6 45 50 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 介護給付適正化事業 担当課 高齢者支援課 

事業内容 介護給付費通知の発送、住宅改修の確認、国保連合会からの縦覧点検等の実施を行います。 

期待される 

効果 
介護保険サービスに対する適正な給付管理を行うため実施するものです。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

介護給付費通知の発送、住宅改修の確認、国保連合会か

らの縦覧点検等を行います。 

介護給付費通知の発送、住宅改修の確認、国保連合会か

らの縦覧点検等を行います。 

予算額            １，１３０千円 計画額（概算）        １，１３０千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

ケアプラン点検数 件 80 250 300 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 国保保険給付事業 担当課 国保年金課 

事業内容 
法令等に規定されている療養給付費、療養費、高額療養費、高額介護合算療養費、移送費、出産育児一

時金、葬祭費及び傷病手当金の支給を行います。 

期待される 

効果 
適正な保険給付を行うことにより、被保険者の医療の確保と福祉の向上が図られることが期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

各種保険給付を行います。 各種保険給付を行います。 

予算額        ４，６０１，１３９千円 計画額（概算）    ４，６００，０００千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 



７２ 
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事 業 名 保健事業 担当課 国保年金課 

事業内容 
国保被保険者の健康保持増進、国保事業の健全運営に資するための事業（短期人間ドック助成事業、医

療費通知、健康マイレージ事業等）を行います。 

期待される 

効果 

保健事業の実施により、被保険者の健康の保持増進が図られ、国保事業の健全運営に資することが期待

できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

各種保健事業を行います。 各種保健事業を行います。 

予算額           ２４，５２４千円 計画額（概算）       ２６，０００千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 医療費適正化事業 担当課 国保年金課 

事業内容 
国民健康保険における医療費適正化を図るための事務（会計年度任用職員によるレセプトの二次点検、

第三者行為関連事務等）を行います。 

期待される 

効果 
適正な支出を行うことにより、安定した事業運営が期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

レセプトの二次点検、第三者行為求償事務、後発医薬品

差額通知を行います。 

レセプトの二次点検、第三者行為求償事務、後発医薬品

差額通知を行います。 

予算額            ４，７３６千円 計画額（概算）        ４，８００千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 担当課 健康増進課 

事業内容 
企画・調整などを担当とする医療専門職（保健師等）を配置し、高齢者に対する個別的支援や通いの場

等への積極的なアプローチを進めます。 

期待される 

効果 

高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細やかな支援や、住み慣れた地域での活動、医療・介護等の

サービスを適切につなげ、必要な保健指導等の健康支援を実施します。 

これらの実施により健康寿命の延伸を図り、介護給付費や医療費の抑制、削減につながることが期待で

きます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

高齢者に対する個別的支援（ハイリスクアプローチ）と

通いの場等への積極的な関与等（ポピュレーションアプ

ローチ）を実施します。 

高齢者に対する個別的支援（ハイリスクアプローチ）と

通いの場等への積極的な関与等（ポピュレーションアプ

ローチ）を実施します。 

予算額            ２，８２９千円 計画額（概算）        ２，９００千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 介護予防の推進 担当課 高齢者支援課 

事業内容 
高齢者が要介護状態になることを防ぎ、住み慣れた地域でいつまでも自立した生活を維持するため、介

護予防に関する知識の普及と住民主体による介護予防活動の取組みを支援します。 

期待される 

効果 

高齢者が、介護予防活動への参加を通じて、活動的で生きがいのある生活や人生を送ることができるよ

う、本人の選択に基づき介護予防事業を実施します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

介護予防を推進するため、「東金市ロコモ体操」等をき

っかけとした「通いの場」や介護予防講演会の実施など、

元気な方も含め高齢者全般を対象とする一般介護予防

事業を推進します。 

介護予防を推進するため、「東金市ロコモ体操」等をき

っかけとした「通いの場」や介護予防講演会の実施など、

元気な方も含め高齢者全般を対象とする一般介護予防

事業を推進します。 

予算額            １，９５１千円 計画額（概算）        １，９５１千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

週に１回以上活動する通いの場

の数 
箇所 21 24 28 

シニアリーダーの養成者数 

※累計 
人 209 200 240 

生きがいがある人の割合 ％ 
58.8 

（R4）

62.0 

（現況値（R4））

65.0 

 

週に１回以上外出する人の割合 ％ 
90.0 

（R4）

85.0 

（現況値（R4））

85.0 

 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

 

 

 

4-⑷ 高齢者福祉の充実 

介護・福祉サービスの充実を図るとともに、高齢者が生きがいや役割を持ち、生き生きと

住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らせるよう高齢者の社会参加と介護予防、生活支援

サービスの充実を図るため、地域の実情に応じた支え合いの地域づくりを推進します。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



７４ 

 

 2 

事 業 名 長寿の会連合会やシルバー人材センターへの活動支援 担当課 高齢者支援課 

事業内容 
一人ひとりの高齢者が、健康維持・増進、就労機会の確保、豊富な知識や技能を活かしながら社会参加

し役割や生きがいをもって活動・活躍できるよう支援します。 

期待される 

効果 

人生 100 年時代を見据え、高齢者の活躍の場を提供することで、高齢者がいつまでも生きがいや役割を

持って社会に参加できるような体制づくり、生涯現役社会の実現を推進します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆長寿の会連合会が主催する総会や研修会をはじめ、各

種イベント等の活動を支援します。 

◆就労を希望する高齢者の社会参加が促進されるよう

に、シルバー人材センターへの支援を行います。 

◆長寿の会連合会が主催する総会や研修会をはじめ、各

種イベント等の活動を支援します。 

◆就労を希望する高齢者の社会参加が促進されるよう

に、シルバー人材センターへの支援を行います。 

予算額            ７，７２４千円 計画額（概算）        ７，７２４千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 3 

事 業 名 地域包括支援センター事業 担当課 高齢者支援課 

事業内容 
高齢者の方々が地域で安心して暮らすことができるよう、様々な面から包括的に支援するため、総合相

談支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務、介護予防ケアマネジメント業

務等を実施します。 

期待される 

効果 
高齢者の方々が地域で安心して暮らすことができるよう、様々な面から包括的に支援します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

市において委託型センターへの統括調整、後方支援等を

行い、各センターにおいて高齢者等に対する総合相談支

援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメン

ト支援業務、介護予防ケアマネジメント業務等を実施し

ます。 

市において委託型センターへの統括調整、後方支援等を

行い、各センターにおいて高齢者等に対する総合相談支

援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメン

ト支援業務、介護予防ケアマネジメント業務等を実施し

ます。 

予算額           ５５，９２４千円 計画額（概算）       ５５，９２４千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 支え合いの地域づくりの推進 担当課 高齢者支援課 

事業内容 住民主体による高齢者の生活支援サービス・介護予防活動の充実を推進します。 

期待される 

効果 
地域の支え合い・助け合いを市全域で広げる取組みを推進します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

市と社会福祉協議会が両輪となり、生活支援コーディネ

ーターを中心に、地域の高齢者が抱える生活支援に係る

ニーズや課題を把握し、不足する生活支援サービスの充

実に向け、地域の支え合い・助け合いを市全域で広げる

取組みを推進します。 

市と社会福祉協議会が両輪となり、生活支援コーディネ

ーターを中心に、地域の高齢者が抱える生活支援に係る

ニーズや課題を把握し、不足する生活支援サービスの充

実に向け、地域の支え合い・助け合いを市全域で広げる

取組みを推進します。 

予算額           １３，１８９千円 計画額（概算）       １３，１８９千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

 



７５ 

 

 5 

事 業 名 認知症施策推進事業 担当課 高齢者支援課 

事業内容 
認知症に関する正しい知識の啓発と、早期発見・早期対応のための体制の強化を図ります。 

また、認知症の人と家族が安心して生活していくことができるよう認知症の方にやさしい地域づくりを

促進します。 

期待される 

効果 

認知症の人とその家族が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるような社会、希望をもって日常

生活を過ごせる社会を目指します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

認知症の人とその家族が、住み慣れた地域で安心して暮

らし続けられるよう、相談体制の充実と認知症の早期発

見・早期対応に向けた支援体制の構築のため、認知症初

期集中支援チームの活動の充実を図ります。 

また、認知症予防に対する意識を高めるための知識の普

及啓発に努めます。 

認知症の人とその家族が、住み慣れた地域で安心して暮

らし続けられるよう、相談体制の充実と認知症の早期発

見・早期対応に向けた支援体制の構築のため、認知症初

期集中支援チームの活動の充実を図ります。 

また、認知症予防に対する意識を高めるための知識の普

及啓発に努めます。 

予算額              ４８８千円 計画額（概算）          ４８８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

認知症サポーター数 

※累計 
人 8,232 8,345 9,000 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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 1 

事 業 名 自立支援給付事業 担当課 社会福祉課 

事業内容 

障がいのある人の能力や適性に応じ、自立した日常生活または社会生活を支えるため、障害福祉サービ

ス（介護給付、訓練等給付等）や障害児通所支援等に係る費用を給付します。 

障がい者の地域生活移行を促進するため、グループホームの運営費の一部を事業者に、グループホーム

の家賃の一部を利用者に補助金として交付します。 

期待される 

効果 

障がいのある人が能力や適性に応じ、自立した日常生活または社会生活を送ることができるようにします。 

障がい者の地域生活移行を促進します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆居宅介護、短期入所、就労支援、施設入所、自立訓練

などの障害福祉サービスや障害児通所支援等の利用

に係る費用を給付します。 

◆義肢、装具、車いす等の身体機能を補完する補装具購

入等に係る費用を給付します。 

◆グループホームの運営費の一部を事業者へ補助します。 

◆グループホームの家賃の一部を利用者へ補助します。 

◆居宅介護、短期入所、就労支援、施設入所、自立訓練

などの障害福祉サービスや障害児通所支援等の利用

に係る費用を給付します。 

◆義肢、装具、車いす等の身体機能を補完する補装具購

入等に係る費用を給付します。 

◆グループホームの運営費の一部を事業者へ補助します。 

◆グループホームの家賃の一部を利用者へ補助します。 

予算額        １，５２５，７３７千円 計画額（概算）    １，５２５，７３７千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-⑸ 障がい者福祉の充実 

障がい者福祉サービスの充実を図るとともに、障がいのある人が地域で安心して暮らして

いくため、障がいのある人もない人も共に支え合いながら、お互いが尊重し合い、その人ら

しく暮らせる共生社会の実現を目指します。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



７７ 

 

 2 

事 業 名 地域生活支援事業 担当課 社会福祉課 

事業内容 

在宅障がい者の日常生活の便宜を図るため、必要とする用具及びその取付工事に要する費用を給付します。 

障がい者（児）の家族の就労支援や外出・休息支援のため、障がい者支援施設で日中の間一時的に障が

い者（児）を預かり支援します。 

社会生活に必要な外出及び余暇活動その他社会参加のための外出を支援します。 

円滑な意思の疎通を図ることに支障がある聴覚障がい者等に、手話通訳者等を派遣します。 

期待される 

効果 

障がいのある人の日常生活の向上、障がい者（児）の家族の負担軽減や障がい者（児）の社会参加促進

が図られます。 

聴覚障がい者等の円滑な意思疎通が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆日常生活用具や取付費を給付します。 

◆障がい者（児）を日中一時的にお預かりし、家族の外

出や休息を支援します。 

◆社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等社会参

加のための外出の際の移動を支援します。 

◆円滑な意思の疎通を図ることに支障がある聴覚障が

い者等に、手話通訳者等を派遣します。 

◆日常生活用具や取付費を給付します。 

◆障がい者（児）を日中一時的にお預かりし、家族の外

出や休息を支援します。 

◆社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等社会参

加のための外出の際の移動を支援します。 

◆円滑な意思の疎通を図ることに支障がある聴覚障が

い者等に、手話通訳者等を派遣します。 

予算額           ３２，７０２千円 計画額（概算）       ３２，７０２千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 3 

事 業 名 身体障がい者等居宅サービス事業 担当課 社会福祉課 

事業内容 

障がい者（児）の日常生活の向上等のため、補装具の交付、修理を行います。 

障がい者の快適な日常生活の確保のため、紙おむつ等を支給します。 

障がい者の緊急時の対応、安心のため、あんしん電話を貸与します。 

障がいを除去または軽減するための通院・入院・手術等に係る医療費を給付します。 

期待される 

効果 

障がい者（児）の快適な日常生活の向上や安心が図られます。 

医療費負担の軽減が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆紙おむつ等の現物給付を行います。 

◆あんしん電話の貸与を行います。 

◆自立支援医療（更生医療・育成医療・療養介護医療）

の給付を行います。 

◆紙おむつ等の現物給付を行います。 

◆あんしん電話の貸与を行います。 

◆自立支援医療（更生医療・育成医療・療養介護医療）

の給付を行います。 

予算額          １５６，５４３千円 計画額（概算）      １５６，５４３千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 4 

事 業 名 障がい者社会参加促進事業 担当課 社会福祉課 

事業内容 
重度障がい者等の社会参加の促進を図るため、タクシー利用料金の一部の助成、また有料道路の割引措

置を行います。 

障がい者の社会参加の促進を図るため、障害者支援施設等通所者に通所に係る交通費の一部を助成します。 

期待される 

効果 
障がい者の社会参加の促進が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆福祉タクシー助成申請書（１人 24 枚）を交付しタク

シー利用料金の一部を助成します。 

◆有料道路料金の割引措置の申請手続を行います。 

◆障害福祉サービス（生活介護・自立訓練・就労移行支

援等）の通所者に対し交通費の一部を助成します。 

◆福祉タクシー助成申請書（１人 24 枚）を交付しタク

シー利用料金の一部を助成します。 

◆有料道路料金の割引措置の申請手続を行います。 

◆障害福祉サービス（生活介護・自立訓練・就労移行支

援等）の通所者に対し交通費の一部を助成します。 

予算額            ３，８８３千円 計画額（概算）        ３，８８３千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
 



７８ 
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事 業 名 障がい者福祉手当等支給事業 担当課 社会福祉課 

事業内容 
介護を要する重度の障がい者（児）を対象に、障がいのため必要となる精神的、物質的な負担の軽減の

一助として手当を支給します。 

期待される 

効果 
在宅生活における福祉の増進と経済的負担の軽減が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆障害児福祉手当を支給します。 

◆在宅重度知的障害者及びねたきり身体障害者福祉手

当を支給します。 

◆特別障害者手当を支給します。 

◆特別児童扶養手当の手続を行います。 

◆障害児福祉手当を支給します。 

◆在宅重度知的障害者及びねたきり身体障害者福祉手

当を支給します。 

◆特別障害者手当を支給します。 

◆特別児童扶養手当の手続を行います。 

予算額           ４７，６７７千円 計画額（概算）      ４７，６７７千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 6 

事 業 名 重度心身障害者医療費給付事業 担当課 社会福祉課 

事業内容 重度心身障がい者（児）の医療費負担軽減を図るため、保険診療の自己負担分、調剤費等を助成します。 

期待される 

効果 
重度心身障がい者（児）の医療費負担の軽減が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

重度心身障害者医療費の助成を行います。 重度心身障害者医療費の助成を行います。 

予算額          １０３，９６８千円 計画額（概算）      １０３，９６８千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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安心で健やかな暮らしを創る 
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事 業 名 消防団運営支援事業 担当課 消防防災課 

事業内容 
基本消防団員のほか、機能別消防団員を募集するとともに、消防団員の報酬や出動手当の支給や必要な

技術を習得するための訓練等の支援を行います。 

また、市民の火災予防意識の高揚を図るための防火パレードや警邏活動を行います。 

期待される 

効果 

災害発生時には常備消防を補うかたちで非常備消防である消防団が対応し、強固な防災組織を確立する

ことができ、市民の生命・財産を守ることができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆団員報酬の支給を行います（10 月・４月）。 

◆出動報酬の支給を行います（９月・１月・５月）。 

◆活動服貸与等の活動支援を行います。 

◆団員報酬の支給を行います（10 月・４月）。 

◆出動報酬の支給を行います（９月・１月・５月）。 

◆活動服貸与等の活動支援を行います。 

予算額           ４６，６０５千円 計画額（概算）       ４６，６０５千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

消防団員数 人 404 453 450 

出火件数 

※出火ゼロを目指すもの。 
件 32 ― ― 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

 

 

 

 

4-⑹ 自然災害や犯罪などへの対策 

大規模な風水害への対応や、地震災害の被害を最小限にするため、市と関係機関、市民・

地域が一体となった総合的な防災体制の確立を図ります。 
また、警察や防犯組合、交通安全協会などの関係機関や、自治会や防犯パトロール隊など

の地域団体と連携した地域ぐるみの防犯・交通安全体制の整備を推進します。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



８０ 

 

 2 

事 業 名 消防団施設・設備事業 担当課 消防防災課 

事業内容 
消防車両の購入・維持管理や消防ホースの購入、消防機庫の維持管理を行います。 

団員の安全確保と良好な活動環境を維持するため装備の更新を図ります。 

期待される 

効果 

様々な災害に対応できる装備を充実させることにより、困難な災害であっても迅速に対応することが可

能となり、団員にとっても安全かつ快適な活動環境が確保されます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

消防車両及び消防機庫の維持管理などを行います。 消防車両及び消防機庫の維持管理などを行います。 

予算額            ９，１０１千円 計画額（概算）       ３９，１０１千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ― 

 

 3 

事 業 名 消防団水利整備事業 担当課 消防防災課 

事業内容 
地域の要望や必要性に応じて、消火栓や防火貯水槽を整備するとともに、災害に迅速に対応できるよう、

維持管理を行います。 

期待される 

効果 

水利地点を適切な場所に確保し、定期的な管理を実施することにより災害時に迅速に対応することが可

能となり、被害を最小限に抑えることができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

消火栓の設置や消火栓・防火水槽の修繕など、消防水利

の整備を必要に応じ実施します。 

消火栓の設置や消火栓・防火水槽の修繕など、消防水利

の整備を必要に応じ実施します。 

予算額            ３，８９６千円 計画額（概算）        ３，８９６千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 

 

 4 

事 業 名 避難所運営事業 担当課 消防防災課 

事業内容 
災害時に避難者が安心して避難できるよう、避難所での備品の整備や食料等備蓄品について、東金市備

蓄方針に基づき計画的に確保するとともに、避難所担当職員向けの避難所運営研修を実施します。 

期待される 

効果 
災害時に避難者が安心して避難生活が送れるようになります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

保存水（15 年保存）400 箱及び保存食(ビスケット 100

箱、アルファ化米 15箱、ミキサーがゆ６箱)を購入し、

備蓄します。 

保存水（15 年保存）400 箱及び保存食(ビスケット 100

箱、アルファ化米 15箱、ミキサーがゆ６箱)を購入し、

備蓄します。 

予算額            ２，４７６千円 計画額（概算）        ２，４７６千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

保存水備蓄率 ％ 62.9 72.9 78.5 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 自主防災組織育成事業 担当課 消防防災課 

事業内容 
災害時に各地区において共助の役割を担う自主防災組織の設立や育成を図るため、設立や運営費等に係

る補助金を交付します。 

期待される 

効果 

各地区において、災害時に共助の役割が果たされることにより、二次災害の発生の抑制や被災者支援が

行われるようになります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

人口の少ない地域でも適切な自主防災活動が実施され

るよう、自主防災組織の在り方の検討を含め、設立を推

進します。 

１団体の新規設立により計 40 団体とします。 

人口の少ない地域でも適切な自主防災活動が実施され

るよう、自主防災組織の在り方の検討を含め、設立を推

進します。 

１団体の新規設立により計 41 団体とします。 

予算額            ２，０００千円 計画額（概算）        ２，４４０千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

自主防災組織設立数 

※累計 
件 39 41 41 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 防災啓発事業 担当課 消防防災課 

事業内容 
市民の防災意識の向上を図るため、市主催の防災イベント「防災フェスタ」の開催や市民を対象とした

避難訓練を実施します。 

期待される 

効果 
防災意識の向上を図ることで、自助・共助の役割を認識し、市民が自分の身を守ることにつながります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

市民の防災意識の向上を図るため、東金市防災訓練を開

催します。 

市民の防災意識の向上を図るため、東金市防災訓練を開

催します。 

予算額               ５８千円 計画額（概算）           ５８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

防災フェスタ参加者数 

※令和４年度以降は防災訓練

参加者数 

人 600 2,000 2,000 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 防災行政無線運用事業 担当課 消防防災課 

事業内容 
防災情報等の伝達手段について、デジタル化の強みを生かし、市防災メールや消防防災課公式 X（旧

Twitter）等の各種メディアとの連携について充実・拡充します。 

期待される 

効果 

市の発信する避難情報や災害情報を確実に受け取れる環境を整備することで、災害時における市民の安

全安心を確保することができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

市防災メールや架電サービスなどの情報伝達手段につ

いて広報掲載を行い、周知を図ります。 

新たな通信手段として、デジタル防災行政無線（移動系）

を整備します。 

市防災メールや架電サービスなどの情報伝達手段につ

いて広報掲載を行い、周知を図ります。 

導入したデジタル防災行政無線（移動系）の運用を開始

します。 

予算額          １１５，３００千円 計画額（概算）       １５，１６８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

市防災メール登録数 

※累計（アプリ、X（旧 Twitter）

等登録分を含む。） 

件 7,090 7,800 8,300 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 避難行動要支援者名簿作成事業 担当課 消防防災課 

事業内容 
災害時に各地区や警察・消防へ避難行動要支援者名簿を提供できるようシステムを整備します。 

また、平常時から名簿を提供するためには、支援を必要とする人の同意が必要のため、同意書の発送業

務を行います。 

期待される 

効果 

発災時、避難行動要支援者に対し適切な避難支援等ができるようになり、要支援者を身の危険から守る

ことができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

災害時に避難行動要支援者への適切な避難支援等を行

うため、①名簿情報提供同意未確認者に対して同意書の

送付、②避難支援等関係機関等に対し年２回同意者名簿

の提供を行うことで同意率の向上及び地域の避難支援

体制の強化を図ります。 

災害時に避難行動要支援者への適切な避難支援等を行

うため、①名簿情報提供同意未確認者に対して同意書の

送付、②避難支援等関係機関等に対し年２回同意者名簿

の提供を行うことで同意率の向上及び地域の避難支援

体制の強化を図ります。 

予算額              ８３１千円 計画額（概算）          ８３１千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 防犯対策事業 担当課 消防防災課 

事業内容 

防犯組合を中心に、市民の防犯パトロール活動や啓発活動を推進します。 

防犯パトロールカーを活用し、地域防犯力向上の活動を推進します。 

犯罪を未然に防止し、安心して生活できる環境をつくるため、通学路や各地区に新たに防犯灯を設置し、

市内に計画的に防犯カメラを設置します。 

期待される 

効果 

防犯活動や防犯施設の設置を推進することにより、犯罪の抑止力が向上し、市内犯罪の発生率の減少が

期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆防犯指導員に青色防犯パトロール車講習を実施します。 

◆防犯灯設置申請及び防犯灯補助金交付申請の説明を

実施します。 

◆必要に応じ、防犯啓発用品（のぼり旗、ベスト等）の

貸与を実施します。 

◆防犯カメラの設置及び維持管理を行います。 

◆防犯ボックスの管理・運営を行います。 

◆防犯指導員に青色防犯パトロール車講習を実施します。 

◆防犯灯設置申請及び防犯灯補助金交付申請の説明を

実施します。 

◆必要に応じ、防犯啓発用品（のぼり旗、ベスト等）の

貸与を実施します。 

◆防犯カメラの設置及び維持管理を行います。 

◆防犯ボックスの管理・運営を行います。 

予算額           ２５，１５５千円 計画額（概算）       ２５，１５５千円 



８３ 

 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

防犯指導員数 

※累計 
人 236 254 259 

犯罪認知件数 

※犯罪ゼロを目指すもの。 
件 426 ― ― 

防犯灯設置数（累計） 基 6,861 6,845 6,862 

防犯カメラ設置数（累計） 基 35 38 39 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 交通安全対策事業 担当課 消防防災課 

事業内容 
東金交通安全協会東金支部の行う街頭活動・街頭監視や交通安全教室、また、東金地域交通安全活動推

進協議会の各種交通安全活動等を支援するとともに、市民の交通事故防止及び交通安全意識の向上を図

ります。 

期待される 

効果 
様々な場面での交通安全意識の啓発により、歩行者・車両の交通事故発生の減少が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆交通事故防止に係る啓発活動を実施します。 

◆交通安全協会東金支部及び東金交通安全活動推進委

員協議会への補助を行います。 

◆交通事故防止に係る啓発活動を実施します。 

◆交通安全協会東金支部及び東金交通安全活動推進委

員協議会への補助を行います。 

予算額              ９３７千円 計画額（概算）          ９３７千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

交通事故発生件数 

※死亡事故ゼロを目指すもの。 
件 190 ― ― 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 交通安全施設整備事業 担当課 消防防災課 

事業内容 
車や歩行者が安全に通行できる交通環境を整えるために、危険箇所の点検・調査を行いながら、安全な

道路環境の整備を促進します。 

期待される 

効果 

道路環境の整備により、交通事故の発生を抑制するだけでなく、災害時には物資の輸送の停滞を防ぎ、

また渋滞を減少させることにより産業の効率化が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

警察や道路管理者と道路危険箇所の点検を行い、事故発

生の予防を図ります。 

警察や道路管理者と道路危険箇所の点検を行い、事故発

生の予防を図ります。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 生涯学習講座事業（及び旧公民館主催事業） 担当課 生涯学習課 

事業内容 
城西国際大学との協働により、大学教授等による公開講座を実施します。 

夏休み及び冬休みの期間中に、小中学生とその保護者を対象とした「夏休み講座」「冬休み講座」を実施

します。 

期待される 

効果 

市民に大学が持つ高度な知識や情報を提供するとともに、生涯学習活動の振興が図られます。 

講座を実施することで、人と人とのつながりを広げ、生涯にわたる生きがいづくりの場や機会を提供す

ることができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆城西国際大学と連携し、大学の持つ学術的知識・技能

を活用した教養講座とパソコン講座を開催します。 

◆中央コミュニティセンターを会場に生涯学習講座を

開催します。 

 ・水彩画教室 

 ・工作教室 

 ・絵手紙教室 

 ・書初め教室 

 ・市民将棋大会 

 ・市民囲碁大会 

 ・スマートフォン講座 

◆城西国際大学と連携し、大学の持つ学術的知識・技能

を活用した教養講座とパソコン講座を開催します。 

◆中央コミュニティセンターを会場に生涯学習講座を

開催します。 

 ・水彩画教室 

 ・工作教室 

 ・絵手紙教室 

 ・書初め教室 

 ・市民将棋大会 

 ・市民囲碁大会 

 ・スマートフォン講座 

予算額              １８８千円 計画額（概算）          １８８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

公開講座の参加者人数 

※各年度における延べ人数 
人 242 115 120 

中央コミュニティセンター

（旧中央公民館）利用団体数 
団体 84 65 67 

地区コミュニティセンター

（旧地区公民館）利用団体数 
団体 113 135 136 

中央コミュニティセンター

（旧中央公民館）稼働率 
％ 39.29 36.00 36.47 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

5-⑴ 世代を通して学び活動できる環境づくり 

子どもから高齢者まで、生涯にわたって自らを高め、豊かな人生を送れるよう、各世代の

ニーズに応えられる生涯学習を推進します。また、城西国際大学をはじめ、様々な機関と連

携を図りながら、個人のスキルアップや交流の場としての役割も含め、生涯学習活動を推進

します。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



８６ 
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事 業 名 芸術文化支援事業 担当課 生涯学習課 

事業内容 
文化祭開催による「発表の場」の提供や、文化団体連絡協議会(文団協)へと支援を行うことで、市民の

文化活動の活性化を促します。 

期待される 

効果 

日頃の活動や練習の成果を市民に広く公開するとともに互いの作品や活動を鑑賞することによって、文

化活動の一層の振興及び技術の向上につながります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆11 月に文化祭を開催します。 

◆東金市文化団体協議会の活動を支援します。 

◆11 月に文化祭を開催します。 

◆東金市文化団体協議会の活動を支援します。 

予算額              １７１千円 計画額（概算）          １７１千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

文化祭来場者数 人 1,058 2,000 2,100 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 生涯学習情報提供事業 担当課 生涯学習課 

事業内容 
生涯学習情報誌を作成し、東金市近隣に配布することで、市民のニーズに合った生涯学習情報を提供し

ます。 

期待される 

効果 
市民が生涯学習に関わる催し物や活動の情報に触れ、気軽に参加できる機会をつくることができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

東金市歴史散策マップの地区別版の発行を予定してい

ます。 

東金市歴史散策マップの地区別版の発行を予定してい

ます。 

予算額              １５９千円 計画額（概算）          １５９千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 4 

事 業 名 成人式開催事業 担当課 生涯学習課 

事業内容 
新成人から実行委員を募り、式典の運営及び記念事業・記念冊子の作成等に実行委員会の協力を得なが

ら成人式を開催します。 

期待される 

効果 
成人式を通して、社会に参加する自覚を促すことが期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

実行委員会議を複数回開催し、式典の運営及び記念事業

などの準備について協力を得て、１月に東金市二十歳の

集いを開催します。 

実行委員会議を複数回開催し、式典の運営及び記念事業

などの準備について協力を得て、１月に東金市二十歳の

集いを開催します。 

予算額              ７２１千円 計画額（概算）          ７２１千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
 



８７ 

 

 5 

事 業 名 平和推進事業 担当課 総務課 

事業内容 平和啓発事業を実施し、原爆の絵や写真の展示、原爆の像に捧げる折り鶴制作の呼びかけを実施します。 

期待される 

効果 

市民に対し平和に関する啓発活動を行うことで、戦争の悲惨さを改めて知らしめ、平和であることの大

切さを再認識してもらうとともに、非核平和都市宣言市としての責務を果たします。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆８月に市役所ロビーにて原爆に関する写真、資料及び

ポスターの展示を行います。 

◆市民に原爆の像に捧げる折り鶴制作の呼びかけを実施

します。 

◆８月に市役所ロビーにて原爆に関する写真、資料及び

ポスターの展示を行います。 

◆市民に原爆の像に捧げる折り鶴制作の呼びかけを実施

します。 

予算額                ７千円 計画額（概算）            ７千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 6 

事 業 名 
コミュニティセンター運営管理事業 

（旧公民館施設改修事業） 
担当課 

地域振興課 

（旧事業（公民館施設

改修事業）所管課：

生涯学習課（公民館）） 

事業内容 利用者が安全かつ安心して利用できるよう、施設及び設備の修繕・改修を行います。 

期待される 

効果 

施設及び設備の修繕・改修を行うことで、安全かつ安心して利用可能な生涯学習の場を提供することが

できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

中央コミュニティセンター及び地区コミュニティセン

ターの施設及び設備の修繕を行います。 

中央コミュニティセンター及び地区コミュニティセン

ターの施設及び設備の修繕を行います。 

予算額            ５，０００千円 計画額（概算）        ５，０００千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８８ 
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事 業 名 図書館運営事業 担当課 生涯学習課（図書館） 

事業内容 
所蔵する資料の他に、所蔵しない資料については連携している他の図書館より取り寄せて閲覧・貸出を

行います。 

また、定期的にテーマや作家を決めて本の展示や紹介をし、図書館運営を推進します。 

期待される 

効果 
資料の貸出・返却を円滑に行い、利用者の教養や調査研究等に役立ちます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆図書無断持出防止装置及び図書消毒機の保守 

◆端末の借上げ及び保守 

◆システムの使用及び保守 

◆図書館システムの改修 

◆書誌データの作成 

◆図書の装備 

◆利用者用コピー機の借上げ 

◆図書データベースの使用 

◆館内 Wi-Fi 装置の設置 

◆図書無断持出防止装置及び図書消毒機の保守 

◆端末の借上げ及び保守 

◆システムの使用及び保守 

◆書誌データの作成 

◆図書の装備 

◆利用者用コピー機の借上げ 

◆図書データベースの使用 

◆館内 Wi-Fi 装置の設置 

 

予算額            ７，６４７千円 計画額（概算）        ７，６４７千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

入館者数 

※各年度における延べ人数 
人 

32,957 

※耐震補強工

事実施下の

数値となる

もの 

145,000 

 

 

 

 

148,000 

 

 

 

 

利用登録者数 人 11,986 14,950 15,000 

蔵書数 冊 149,448 155,500 156,000 

貸出冊数 冊 

113,447 

※耐震補強工

事実施下の

数値となる

もの 

269,500 

 

 

 

 

280,000 

 

 

 

 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 図書館施設改修事業 担当課 生涯学習課（図書館） 

事業内容 
施設の老朽化が進んでおり、耐震補強工事の設計を行いましたが、工事着工には至っていないことから、

施設の耐震化について早期の完了を目指します。 

期待される 

効果 
施設の利用者に対して安全・安心を確保できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

― 

※令和５年度において耐震補強工事が完了したもの 

― 

 

予算額                  ― 計画額（概算）              ― 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ― 

 



８９ 

 

 9 

事 業 名 図書館主催事業 担当課 生涯学習課（図書館） 

事業内容 
普段、図書館を利用しない方でも足を運ぶような図書に関する様々なイベントを企画し、図書館利用の

促進を図ります。 

期待される 

効果 
図書館や読書に対する市民の関心を高めます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆教養講座、絵本の読み聞かせ講座を開催します。 

◆本の福袋・おたのしみ袋、コミュニティセンター配本、

本のリサイクルを実施します。 

◆年代別おはなし会、ブックスタート、としょかんこど

もフェスタ、一日図書館員、ふゆのおたのしみ会を開

催します。 

◆教養講座、絵本の読み聞かせ講座を開催します。 

◆本の福袋・おたのしみ袋、コミュニティセンター配本、

本のリサイクルを実施します。 

◆年代別おはなし会、ブックスタート、としょかんこど

もフェスタ、一日図書館員、ふゆのおたのしみ会を開

催します。 

予算額              ３４６千円 計画額（概算）          ３４６千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 図書館資料収蔵事業 担当課 生涯学習課（図書館） 

事業内容 
東金市図書館資料収集基準に基づき資料を収集します。 

また、利用者のリクエストを受け付けて収集の参考とします。 

期待される 

効果 

地域の情報拠点として、郷土資料等を保存し、調査や教養に役立つ資料を提供することで利用者の自己

教育に資するものです。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

東金市図書館資料収集基準に基づき図書等を購入しま

す。 

東金市図書館資料収集基準に基づき図書等を購入しま

す。 

予算額            ８，２６６千円 計画額（概算）        ８，２６６千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 文化財保護事業 担当課 生涯学習課 

事業内容 

専門家と協力し文化財の調査を行い、後世に遺すべき史料の保存活用を行います。 

「デジタル歴史館」の活用やパンフレット作成等により、文化財の新たな PR を展開します。 

無形民俗文化財保存団体の活動への補助を継続して行います。 

文化財保存活用地域計画の策定を行います。 

期待される 

効果 

東金市の歴史や文化財の PR を行うことで、郷土の遺産の認知度が上がります。 

文化財保存活用地域計画の策定により、計画に基づいた文化財の保存・活用の施策を推進できます。 

文化財の調査を実施することで、保存すべき文化財の把握を推進できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆文化財の調査及び保存活用を行います。 

◆無形民俗文化財を保護するため活動団体への補助を

行います。 

◆史料収蔵施設の管理を行います。 

◆12 月にまい・舞・はやしフェスタを開催します。 

◆文化財保存活用地域計画協議会を開催します。 

◆文化財の調査及び保存活用を行います。 

◆無形民俗文化財を保護するため活動団体への補助を

行います。 

◆史料収蔵施設の管理を行います。 

◆文化財保存活用地域計画協議会を開催します。 

 

予算額            ５，４１４千円 計画額（概算）        ６，４０２千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

東金市デジタル歴史館 

アクセス数（累計） 
回 340,611 264,000 304,000 

文化財指定・登録件数 

※累計 
件 67 69 70 

まい・舞・はやしフェスタ 

来場者数 

※隔年実施 

人 
425 

（R4）

1,000 

 

1,000 

（現況値（R6））

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 

 

 

5-⑵ 歴史・文化の継承 

市内に残る歴史と文化は市民の財産であり、指導者やボランティアの育成・確保を図りな

がら、歴史・文化遺産の収集・保存活用・展示活用に努め、次代に継承し地域への愛着と誇

りを育みます。 
また、東金文化会館の有効活用を図り、市内外の人々が本市の文化や芸術に触れ合える場

と機会の提供と充実を図ります。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



９１ 

 

 2 

事 業 名 東金文化会館管理運営事業 担当課 生涯学習課 

事業内容 
東金文化会館の指定管理者制度を活用し管理運営を行うとともに、指定管理者と連携して、施設の修繕

と改修を行います。 

期待される 

効果 

優れた芸術文化に触れる場、文化活動の発表の場として、利用者が安全で快適に利用できる施設を提供

することができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆文化会館の管理運営を指定管理者に委託します。 

◆文化会館の施設・設備の改修・修繕を行います。 

◆文化会館の管理運営を指定管理者に委託します。 

◆文化会館の施設・設備の改修・修繕を行います。 

予算額          １７０，５０４千円 計画額（概算）      １５５，０００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

東金文化会館利用者数 

※各年度における延べ人数 
人 90,000 128,000 130,000 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ― 

 

  



９２ 

 

こころ豊かなひとを創る 
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事 業 名 学校施設開放事業（スポーツ開放） 担当課 スポーツ振興課 

事業内容 
学校教育に支障のない範囲で、身近な市内小中学校の体育館・武道場・グラウンドを市民スポーツ団体

に開放します。 

期待される 

効果 

スポーツ活動の場と機会を提供することで、体力・健康づくりや地域コミュニティの創造が期待されま

す。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

学校施設開放利用団体の使用日時の調整及び許可証の

交付、照明電気料の徴収、利用停止連絡等を行います。 

学校施設開放利用団体の使用日時の調整及び許可証の

交付、照明電気料の徴収、利用停止連絡等を行います。 

予算額               ５９千円 計画額（概算）           ５９千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 2 

事 業 名 スポーツ教室・イベント実施事業 担当課 スポーツ振興課 

事業内容 
市内８地区の対抗戦としている市民体育祭をリニューアルし、新しい生活様式を踏まえ「だれでも気軽

に参加」、「競技力の向上」、「ニュースポーツの推進」を前提としたスポーツイベントを実施します。 

期待される 

効果 

スポーツに親しむことにより、体力の向上、ストレスの発散、生活習慣病の予防を図り、さらには、

爽快感・達成感・連帯感等といった精神的な充足など、心身両面にわたる健康の保持増進が期待され

ます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆令和６年 10 月にときめけ！東金スポーツフェスティ

バル（ときスポ）を実施します。 

◆令和７年２月に東金・九十九里波乗りハーフマラソン

を実施します。 

◆令和７年 10 月にときめけ！東金スポーツフェスティ

バル（ときスポ）を実施します。 

◆令和８年２月に東金・九十九里波乗りハーフマラソン

を実施します。 

予算額           １２，４７７千円 計画額（概算）       １２，４７７千円 

5-⑶ 心身共に健やかな生活を営むためのスポーツ振興 

体力・健康づくりや地域・世代間交流のために、全ての市民の体力や年齢に応じ、それぞ

れのライフスタイルに合ったスポーツ活動を推進します。 
また、東金アリーナなどのスポーツ施設の有効活用を図り、誰もが参加できるスポーツ活

動の場と機会の提供・充実を図ります。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



９３ 

 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

東金スポーツフェスティバル

（ときスポ）の参加者数 
人 1,008 1,000 1,000 

東金・九十九里波乗りハーフ

マラソン大会 

※大会への参加者（エントリー）数 

人 2,912 3,000 3,000 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 

 

 3 

事 業 名 スポーツ施設維持管理・運営事業 担当課 スポーツ振興課 

事業内容 
市民スポーツの振興及び市民の健康増進のため、東金アリーナ外３スポーツ施設の管理運営を指定管理

者に委託するとともに、利用者が安全で快適に利用できるよう維持管理を行います。 

期待される 

効果 
市民の健康及び体力の増進を図り、明るく豊かな市民生活の向上に資するものです。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆東金アリーナ外３スポーツ施設を安全に利用できる

ようにするため、施設の維持管理を行います。 

◆東金アリーナの防災設備の改修を行います。 

東金アリーナ外３スポーツ施設を安全に利用できるよ

うにするため、施設の維持管理を行います。 

 

予算額          １９０，０１８千円 計画額（概算）      １９０，０１８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

東金アリーナ外３スポーツ施設

の利用者数 

※各年度における延べ人数 

人 207,341 250,000 280,000 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
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事 業 名 多言語情報発信事業 担当課 秘書広報課 

事業内容 
「暮らしの便利帳東金」翻訳版については定期的に改訂を実施するとともに、外国人に特に周知が必要

となるテーマについての情報提供方法に関しては、「やさしい日本語」の活用も含め検討します。 

また、外国人相談窓口の活用に向けて PR を行います。 

期待される 

効果 

地域住民の一員として安心して生活するための情報について、日本語ができない外国の方が言語の壁に

より情報を入手しにくいという状況とならないよう必要なサポートを行うことにより、多文化共生社会

の実現に向けた環境の整備につなげます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆暮らしの便利帳の翻訳版を印刷・配布します。 

◆外国人相談窓口でのタブレット端末による通訳を実

施します。 

◆相談窓口のさらなる周知をし、外国人市民の窓口利用

を増やします。 

◆暮らしの便利帳の翻訳版を印刷・配布します。 

◆外国人相談窓口でのタブレット端末による通訳を実

施します。 

◆相談窓口のさらなる周知をし、外国人市民の窓口利用

を増やします。 

予算額              ２５８千円 計画額（概算）          １６８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

外国人総合窓口利用者数 

※各年度における延べ人数 
人 12 29 32 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 国際交流事業・国際交流等活動助成事業 担当課 秘書広報課 

事業内容 
姉妹都市であるリュエイユ・マルメゾン市との交流を継続するとともに、地域で国際交流や日本語教育

を行う団体への助成を行います。 

期待される 

効果 

国際交流を推進するとともに市民レベルでの国際交流活動の活性化を助成し、市民の異文化に対する理

解を深め、多文化共生社会の実現につなげます。 

5-⑷ グローバル化への対応と地域間交流の推進 

日本人と外国人が文化や習慣の違いを乗り越え、共生する社会を築くという「多文化共生」

を実現するため、国際交流活動、外国人相談窓口、刊行物の多言語化などを推進します。 
また、国内においても気候風土・文化の違いが学べる地域間交流活動を行います。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



９５ 

 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆姉妹都市との書簡の交換を行います。 

◆姉妹都市へグリーティングカードを送付します。 

◆国際交流事業実施団体に対し補助金を交付します。 

◆姉妹都市との広報紙の交換を行います。 

◆姉妹都市との書簡の交換を行います。 

◆姉妹都市へグリーティングカードを送付します。 

◆国際交流事業実施団体に対し補助金を交付します。 

◆姉妹都市との広報紙の交換を行います。 

予算額              １４７千円 計画額（概算）          １３７千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 3 

事 業 名 多文化共生推進事業 担当課 秘書広報課 

事業内容 市民の多文化共生社会への理解促進に向けて、情報提供等を行います。 

期待される 

効果 
多文化共生社会に関する情報を発信し、多文化共生に向けた意識の啓発につなげます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

広報・ホームページや各種 SNS を活用し、多文化共生関

連情報を発信します。 

広報・ホームページや各種 SNS を活用し、多文化共生関

連情報を発信します。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 4 

事 業 名 国内交流事業 担当課 秘書広報課 

事業内容 友好都市である長野県安曇野市と互いの市のイベントに参加するなどの交流事業を継続します。 

期待される 

効果 
生活環境や地域文化の異なる地域の方々との交流により、文化の違いを認識し、相互理解を深めます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

国内自治体との人的交流を行います。 国内自治体との人的交流を行います。 

予算額               ８４千円 計画額（概算）           ８４千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

友好都市との交流者数 

※計画期間中の累計（延べ人数） 
人 131 530 675 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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（１）厳しい時代に適応した行財政運営 

（２）広域的な連携によるまちづくり 
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（４）市民との積極的な情報共有 
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９７ 
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事 業 名 行政改革推進事業 担当課 総務課 

事業内容 
有料広告について、既存媒体にとらわれず新たな可能性を広げ、歳入確保を図るとともに、財政の健全

性と持続性の維持に努めるため、新たな財源の確保策を検討し実行します。 

期待される 

効果 

効果的・効率的な行財政運営を進めることにより、自立した行財政運営の確立及び維持を図り、市民が

安定した生活を送ることができる体制を構築します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆市の発行物への有料広告掲載を推進するとともに審

査を行います。 

◆自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）を

推進します。 

◆市の発行物への有料広告掲載を推進するとともに審

査を行います。 

◆自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）を

推進します。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 2 

事 業 名 行政組織改編事業 担当課 総務課 

事業内容 
基本計画の進捗状況を踏まえ、ヒアリングなどを通じて庁内部署の状況を収集するとともに、効果的・

効率的な行政組織を構築するために適切な組織改編を行います。 

期待される 

効果 
時代の変化に対応した組織づくりを行うことで、適切な判断による事務事業執行を担保します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆効果的な組織とするため、調査研究を行います。 

◆各課からの意向調査を行うとともに、適宜ヒアリング

を実施します。 

◆事務改善に関する提案があった場合に、委員会を開催

し検討します。 

◆効果的な組織とするため、調査研究を行います。 

◆各課からの意向調査を行うとともに、適宜ヒアリング

を実施します。 

◆事務改善に関する提案があった場合に、委員会を開催

し検討します。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
 

6-⑴ 厳しい時代に適応した行財政運営 

常に事務事業の見直しや組織の効率化を進め、安定した財源確保や財政の健全化を図りな

がら、新しい行政ニーズにも対応した行財政運営を図ります。 
さらに、職員の事務執行能力や専門知識等の向上と公務員意識の育成に努め、職員の資質

の向上を図ります。 
公共施設については、老朽化や人口減少に対応するよう施設の統廃合を含めた施設規模の

検討を含めて今後の維持管理を行います。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



９８ 
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事 業 名 時間外窓口の開設 担当課 収税課 

事業内容 
納付環境整備の観点より、毎月第３火曜日に午後８時まで夜間窓口を開設します。 

また、最終日曜日に休日窓口を開設します。 

期待される 

効果 
納税相談や納付機会等の拡充により、市民サービスの向上が期待されます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆毎月第３火曜日に午後８時まで夜間窓口を開設します。 

◆毎月最終日曜日に午前８時30分から午後５時15分ま

で休日窓口を開設します。 

◆毎月第３火曜日に午後８時まで夜間窓口を開設します。 

◆毎月最終日曜日に午前８時30分から午後５時15分ま

で休日窓口を開設します。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 4 

事 業 名 広報等による納期の周知 担当課 収税課 

事業内容 広報とうがね、ホームページにより納期の周知を図ります。 

期待される 

効果 

納め忘れを防止するため、月単位で納期限をお知らせすることにより、納期内納付の増加とともに徴収

率の向上が期待されます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

ホームページで年間の納期スケジュールを掲載するとと

もに、各種媒体を介して月単位で納期限を掲載します。 

ホームページで年間の納期スケジュールを掲載するとと

もに、各種媒体を介して月単位で納期限を掲載します。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 5 

事 業 名 租税教室の開催 担当課 収税課 

事業内容 
税の意識や役割を正しく認識してもらうため、将来の市を担う児童（小学校６年生）に対し租税教室を

開催します。 

期待される 

効果 
租税教室を行うことにより、税金の公平な負担と給付の関係について考えることができます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

市内の小学校において、６年生を対象に租税教室を年１

回開催します。 

市内の小学校において、６年生を対象に租税教室を年１

回開催します。 

予算額                ０千円 計画額（概算）           ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 6 

事 業 名 口座振替の推進 担当課 収税課 

事業内容 
納税通知書発送時に口座振替はがきを同封します。 

また、ペイジー導入により口座振替の簡便化を図ります。 

期待される 

効果 

金融機関等へ出向くことなく納付が可能な口座振替制度は、納期内納付の確実性や徴収率の向上が期待

できます。 

口座振替の申込みが簡便なペイジー口座振替受付サービスにより、住民サービスの利便性が図られ、利

用率の増加が期待できます。 



９９ 

 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆納税通知書発送時に口座振替ハガキを同封します。 

◆ペイジー専用端末は持ち運びができるため、市民の来

庁時及び市民宅の臨戸時に口座振替を勧奨します。 

◆納税通知書発送時に口座振替ハガキを同封します。 

◆ペイジー専用端末は持ち運びができるため、市民の来

庁時及び市民宅の臨戸時に口座振替を勧奨します。 

予算額            １，１７５千円 計画額（概算）        １，１７５千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 7 

事 業 名 滞納処分の強化 担当課 収税課 

事業内容 

市税の公平性を保つため、納付資力があるにもかかわらず納付意思がないものについて、財産調査の結

果、差押え可能財産を発見した場合に差押えを行います。 

また、表見財産が見つからない高額滞納者については捜索を行い、財産発見に至らない場合は速やかに

執行停止とします。 

期待される 

効果 
差押えを行うことにより、徴収率の向上や滞納者の納税意識の変化が期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

催告書の送付、臨戸、財産調査、滞納処分、納付相談等

を行います。 

催告書の送付、臨戸、財産調査、滞納処分、納付相談等

を行います。 

予算額            １，２４８千円 計画額（概算）        １，２４８千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

目標徴収率（市税） 

※社会情勢等を受けての実績を

踏まえ目標値を見直したもの 

％ 93.5 93.5 93.7 

目標徴収率（国民健康保険税） 

※社会情勢等を受けての実績を

踏まえ目標値を見直したもの 

％ 72.3 72.3 72.5 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 職員研修事業 担当課 総務課 

事業内容 
職員研修計画に基づき、職員一人ひとりの職種、職層等にふさわしい研修を行い、職員の資質の向上を

図ります。 

期待される 

効果 

職員の政策立案・形成能力、創造性、感受性、さらには効率的な行政運営を行うための経営感覚などの

向上につながります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

令和６年度職員研修実施計画に基づき、山武郡市広域行

政組合、千葉県自治研修センター、市町村アカデミー等

が主催する研修を受講します。 

また、必要に応じて職員等を講師とした庁内研修を行い

ます。 

令和７年度職員研修実施計画に基づき、山武郡市広域行

政組合、千葉県自治研修センター、市町村アカデミー等

が主催する研修を受講します。 

また、必要に応じて高度、専門的な研修については、民

間研修機関が行う研修を受講します。 

予算額            １，９８９千円 計画額（概算）        １，９８９千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 



１００ 
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事 業 名 職員管理事業 担当課 総務課 

事業内容 
人事評価実施のほか、産業医の活用、職員健康診断の実施、給与支給に係る人事給与システムの使用等

により、安定した行政運営を図ります。 

期待される 

効果 

産業医の活用や職員健康診断の実施により、労働安全衛生の確保につながります。 

また、人事給与システム・庶務事務システムの使用により安定かつ効率的な職員管理につながります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆人事給与システムを使用し、適正な人事管理、給与支

給を行います。 

 また、年間を通じて衛生委員会を開催します。 

◆療養や出産等により一時的に職員が不足する場合は、

会計年度任用職員を採用し、業務の継続に努めます。 

◆人事給与システムを使用し、適正な人事管理、給与支

給を行います。 

 また、年間を通じて衛生委員会を開催します。 

◆療養や出産等により一時的に職員が不足する場合は、

会計年度任用職員を採用し、業務の継続に努めます。 

予算額           ２１，７４１千円 計画額（概算）       ２１，７４１千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 10 

事 業 名 男女共同参画プラン推進事業 担当課 企画課 

事業内容 
令和２年度に改訂した男女共同参画プランを進行管理することにより、男女共同参画を推進していきます。 

また、令和８年度を始期とした次期の男女共同参画プランを策定します。 

期待される 

効果 
男女共同参画社会の推進が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆千葉県男女共同参画地域推進員（海匝・山武地区）会

議に参加し、実施事業について打合せを行います（原

則、毎月開催）。 

◆６月の男女共同参画週間に合わせて、図書館にて企画

展示を行います。 

◆男女共同参画に関する研修会等に出席します（随時）。 

◆第３次プランに示した指標等について各課の最新数

値を把握します。 

◆次期（第４次）プラン（計画期間（予定）：令和８年

度～令和 12 年度）の策定に向け、市民アンケートの

活用による市民意識等の状況を把握します。 

 

◆千葉県男女共同参画地域推進員（海匝・山武地区）会

議に参加し、実施事業について打合せを行います（原

則、毎月開催）。 

◆６月の男女共同参画週間に合わせて、図書館にて企画

展示を行います。 

◆男女共同参画に関する研修会等に出席します（随時）。 

◆第３次プランに示した指標等について各課の最新数

値を把握します。 

◆第３次プランの取組状況や市民アンケートにより市

民意識等の状況を踏まえた中で、次期（第４次）プラ

ン（計画期間（予定）：令和８年度～令和 12 年度）を

策定します。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 11 

事 業 名 個別施設計画策定事業 担当課 企画課 

事業内容 
令和 13 年度を始期とした次期の個別施設計画策定に向け、各施設の統廃合などを含めた施設規模・配置

などを検討します。 

期待される 

効果 

将来人口や施設効果を踏まえ、機能を維持しつつ適正な施設規模・配置を検討することで、施設維持管

理費に係る将来負担の軽減に寄与します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆「施設カルテ」の更新などにより、個別施設計画の進

捗管理を行います。 

◆施設の評価方法の検討など、適正配置に向けた取組を

進めます。 

◆「施設カルテ」の更新などにより、個別施設計画の進

捗管理を行います。 

◆施設の評価方法の検討など、適正配置に向けた取組を

進めます。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
  



１０１ 

 

計画の実現に向けて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 1 

事 業 名 ちば共創都市圏広域連携事業 担当課 企画課 

事業内容 人口減少や少子高齢化による経済求心力の低下を防ぐため、千葉市を中心とした圏域を再生します。 

期待される 

効果 

千葉市を中心とした圏域で課題を共有し事業を実施することで、人口減少や少子高齢化による課題に対

しスケールメリットを活かした施策立案が期待できます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

広域連携協議会、ワーキンググループに参加し、企業の

マッチング事業や圏域の魅力を発信する取組等につい

て検討・実施します。 

広域連携協議会、ワーキンググループに参加し、企業の

マッチング事業や圏域の魅力を発信する取組等につい

て検討・実施します。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ○ 

 

  

6-⑵ 広域的な連携によるまちづくり 

効率的な行政運営のため、市の事務事業や既存の一部事務組合の事業の広域化の推進につ

いては、合理性・効率性を踏まえて取り組みます。 
施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



１０２ 

 

計画の実現に向けて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 1 

事 業 名 AI、RPA 等最新情報技術の検討事業 担当課 情報管理課 

事業内容 
AI、RPA 等の最新情報技術の活用について、導入費用の抑制を図るため、他の自治体との共同調達・利

用を検討していきます。 

期待される 

効果 

AI については音声認識や自動応答等の機能を活用した取組みが進められ、RPA の活用はこれまで職員が

行っていた各種の事務作業（集計・入力・作成等）を自動化させており、これらの導入により、作業時

間の短縮や作業の正確性の向上による業務の効率化が期待されます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

令和５年度の検証結果を踏まえ、AI 文字起こしシステム

の運用を継続するとともに、生成 AI(ChatGPT)について

本市独自の導入を行います。 

また、RPA 及び AI-OCR 等の最新情報技術について、他の

自治体との共同調達・利用を模索していきます。 

AI文字起こしシステム及び、生成AI(ChatGPT)について、

運用を継続するとともに、RPA 及び AI-OCR 等の最新情報

技術について、他の自治体との共同調達・利用を模索し

ていきます。 

 

予算額            ２，１５９千円 計画額（概算）        ２，１５９千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 2 

事 業 名 自治体クラウドの推進 担当課 情報管理課 

事業内容 情報システムの共同調達・利用について、合理性・効率性・費用対効果を踏まえ推進していきます。 

期待される 

効果 
基幹系業務システム等の共同調達・利用化により費用の抑制が期待されます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

令和７年度末までを目途として、国の統一システム（ガ

バメントクラウド）に円滑に移行できるよう、基幹系 20

業務について情報システムの標準化・共通化への取組を

進めます。 

令和７年度末までを目途として、国の統一システム（ガ

バメントクラウド）に円滑に移行できるよう、基幹系 20

業務について情報システムの標準化・共通化への取組を

進めます。 

予算額           ８６，５０６千円 計画額（概算）       ８６，５０６千円 

6-⑶ 技術革新を踏まえた新しい行政運営 

S D G s 

の目標 

主要事業 

近年の AIや IoT 等の最新情報技術の飛躍的な発展により、行政サービスの内容や提供体制

は、Society5.0 の推進を前提としたものに変革していくことが見込まれることから、行政事

務の効率化・高度化を図るため、RPA や AI など新たな技術の行政事務への活用を検討します。 

施策の 

方向性 



１０３ 

 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

情報システムの共同調達・利用 

※関係費用の抑制率（市単独

システム導入に係る費用との

比較によるもの。） 

円 ▲9.2% ▲10% ▲10% 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 3 

事 業 名 オンライン手続推進事業 担当課 情報管理課 

事業内容 
行政手続について、市民等が来庁することなく手続できるようインターネットを利用したオンライン手

続を推進します。 

期待される 

効果 

行政手続について、インターネットを利用したオンライン手続を推進することで市民等が来庁すること

なく手続ができるようになります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

既存の「ぴったりサービス」等の電子申請に加えて、各

課の申請業務をオンライン化できるようシステムを調

査・研究し、オンライン申請を推進します。 

既存の「ぴったりサービス」等の電子申請に加えて、各

課の申請業務をオンライン化できるようシステムを調

査・研究し、オンライン申請を推進します。 

予算額              ９９６千円 計画額（概算）          ９９６千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

オンラインによる行政手続等の

件数 
件 

 

65,453 

 

 

75,483 

 

（現況値（H30）の） 

1.5 倍 

（約 81,000 件）

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 
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事 業 名 情報システム維持管理事業 担当課 情報管理課 

事業内容 
情報システムを構成するネットワークや職員用パソコン、業務用端末やサーバ等の維持管理を行います。 

また、国の示す情報セキュリティのガイドラインの改定に伴い、情報セキュリティの仕組みを再構築す

るとともに、職員への研修を継続していきます。 

期待される 

効果 

サーバ、パソコン、通信機器、ソフトウェア等の適正な運用管理を行い、新たな技術開発や制度改正等

に適切に対応することにより、安全確実に業務を継続できるようになります。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆情報システム等の維持管理を行います。 

◆情報セキュリティ対策のため、サーバ、PC、通信機器、

ソフトウェア等の適切な運用管理を行います。 

◆自治体中間サーバー・プラットフォームについて次期

システムへの改修(2 か年)を予定し、更なる物理的な

セキュリティ強化に努めていきます。 

◆情報システム等の維持管理を行います。 

◆情報セキュリティ対策のため、サーバ、PC、通信機器、

ソフトウェア等の適切な運用管理を行います。 

◆自治体中間サーバー・プラットフォームについて次期

システムへの改修(2 か年)を予定し、更なる物理的な

セキュリティ強化に努めていきます。 

予算額          １０２，５１５千円 計画額（概算）      １０２，５１５千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

情報資産への不正アクセスや

情報漏えい等のインシデント 
件 0 0 0 

情報セキュリティ研修 

※各年度における受講者数 
人 140 410 全職員 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

  



１０４ 

 

計画の実現に向けて 
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事 業 名 広報事業 担当課 秘書広報課 

事業内容 

市政情報やイベント情報、市民生活に関する情報などを掲載した「広報とうがね」を毎月発行します。 

市ホームページにより、市民及び市外の閲覧者に市政情報、地域情報、観光情報、防災・災害情報など

を迅速に発信します。 

SNS を活用し、若年層をターゲットに市政情報や市の魅力などをより迅速に発信します。 

期待される 

効果 

市政情報に関する情報を分かりやすくタイムリーに市民に伝え、市民と行政が情報や課題を共有するこ

とによる相互理解を通じ、市民とともにまちづくりを進めます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆広報とうがねを発行します。 

◆市ホームページの管理を行います。 

◆LINE による情報の発信を行います。 

◆広報とうがねを発行します。 

◆市ホームページの管理を行います。 

◆LINE による情報の発信を行います。 

予算額           ３０，１４０千円 計画額（概算）       ３０，１４０千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

市ホームページの年間アクセス

件数 
件 1,831,422 416,000 420,000 

市公式 LINE 登録件数 

※累計 
件 5,799 4,950 5,100 

市の情報発信の満足度（市民

アンケート） 
％ 35.6 48.0 51.3 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ― 

 

 

 

 

 

6-⑷ 市民との積極的な情報共有 

市民が情報を取得しやすく、かつ政策・施策に市民の意見・アイデアを積極的に取り入れ

るための情報発信・意見聴取の方法が求められており、広報とうがねやホームページのほか、

SNS を活用した広報活動など、市民と行政の情報の共有化を推進します。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



１０５ 

 

 2 

事 業 名 広聴事業 担当課 秘書広報課 

事業内容 
「市長への手紙」、「市長へのメール」、「市長が伺います」などを通じ、市民の意見、要望、提案等の聴

取や意見交換を行います。 

期待される 

効果 

広聴事業を通じ市民の意見・要望等の聴取や意見交換などを行うことにより、市民とともにまちづくり

を進めるために必要となる市民と行政との間の情報や課題の共有、また相互理解につなげます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆市長への手紙・メールの受領及び回答を行います。 

◆「市長が伺います」を実施します。 

◆陳情・要望書への対応に係る庁内連絡調整を行います。 

◆出前講座のテーマ・内容等の決定、市民からの利用申

込みへの対応を行います。 

◆市長への手紙・メールの受領及び回答を行います。 

◆「市長が伺います」を実施します。 

◆陳情・要望書への対応に係る庁内連絡調整を行います。 

◆出前講座のテーマ・内容等の決定、市民からの利用申

込みへの対応を行います。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 3 

事 業 名 市民要望把握事業 担当課 企画課 

事業内容 
市民アンケートを実施し、施策に対しての調査を行うことで市民要望を把握し、その後の行政運営に活

用できるようにアンケート調査報告書を作成します。 

期待される 

効果 

市民の要望や意識等の把握に係る調査として市民アンケートを毎年度実施し、市民の声を施策に反映す

ることで、市民とともに創るまちづくりに寄与します。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆７月から８月頃に市民アンケートを実施し、施策の満

足度・不満足度等に係る調査を行うことで市民の要望

や意識等を把握します。 

◆次年度の予算編成に活用できるよう、10 月を目途にア

ンケート調査報告書を作成します。 

◆令和７年度における、後期基本計画の策定に係る調査

結果の活用なども踏まえ、アンケートの内容や設問形

式等の改善を検討します。 

◆７月から８月頃に市民アンケートを実施し、施策の満

足度・不満足度等に係る調査を行うことで市民の要望

や意識等を把握します。 

◆次年度の予算編成に活用できるよう、10 月を目途にア

ンケート調査報告書を作成します。 

◆後期基本計画の策定に係る調査結果の活用なども踏

まえ、アンケートの内容や設問形式等の改善を検討し

ます。 

予算額              ４６２千円 計画額（概算）          ４６２千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

  



１０６ 

 

 
 
 
 
 

 

 
 

人口減少・少子高齢化の進行により、社会課題が多様化・複雑化していく傾向にある中で、行政

は、市民と連携して行政運営を行います。 

 

（１）自治活動の維持活性化 

（２）様々な主体との協働の推進 

 
 
 
 
  

まちづくりの基礎・土台 



１０７ 

 

まちづくりの基礎・土台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 1 

事 業 名 地区振興協議会運営費交付事業 担当課 地域振興課 

事業内容 公共的役割を担っている地区振興協議会の運営や事業に要する費用の一部を交付金として支給します。 

期待される 

効果 

行政の各分野において行政と地域とが一体となって社会課題に対応する体制の基盤の確立に向け、その

軸となる地区振興協議会の活動の活発化が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆地区振興協議会の運営に要する経費に充てていただ

く交付金を支給します。 

 …100 千円×12 地区 

◆地区振興協議会又は地区振興協議会に参画する各種

団体が実施する事業の経費に充てていただくための

自治活動維持活性化交付金を支給します。 

 …500 千円×12 地区 

◆地区振興協議会の運営に要する経費に充てていただ

く交付金を支給します。 

 …100 千円×12 地区 

◆地区振興協議会又は地区振興協議会に参画する各種

団体が実施する事業の経費に充てていただくための

自治活動維持活性化交付金を支給します。 

 …500 千円×12 地区 

予算額            ７，２００千円 計画額（概算）        ７，２００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

区（自治会）の加入率 ％ 60.50 68.00 70.00 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7-⑴ 自治活動の維持活性化 

多くの公共的な役割を担っていただいている区（自治会）をはじめとする地域コミュニテ

ィでは、近年、自治活動への参加率の低下や役員の担い手不足など様々な課題を抱えており、

自治活動の維持活性化を図るため、支援体制の構築などに取り組みます。 

施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



１０８ 

 

 2 

事 業 名 ふるさと納税を活用した地区交付金の支給 担当課 地域振興課 

事業内容 
ふるさと納税の寄附者が応援したい地区を指定した場合に、寄附額の 50％に相当する金額を自治活動の

実施の経費としてその地区に交付します。 

期待される 

効果 
ふるさと納税による財源の活用により、自治活動の維持・活性化が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆令和６年１月から令和６年 12 月までの寄附金額を基

に交付金額を確定し、年度内に交付します。 

◆ふるさと納税の周知のため、回覧などを活用して制度

を PR し、寄附額の増額を図ります。 

◆令和７年１月から令和７年 12 月までの寄附金額を基

に交付金額を確定し、年度内に交付します。 

◆ふるさと納税の周知のため、回覧などを活用して制度

を PR し、寄附額の増額を図ります。 

予算額            １，３００千円 計画額（概算）        １，３００千円 

目
標
指
標 

指標名 単位 
令和５年度 
※見込値を含む。 

（現況値） 

目標値 

令和６年度 
令和７年度 

（計画最終年度） 

ふるさと納税を活用した地区

交付金支給額 
円 1,488,000 600,000 600,000 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ― 

 

 3 

事 業 名 一般コミュニティ助成事業 担当課 地域振興課 

事業内容 
一般財団法人自治総合センターの助成制度を活用し、12 地区を対象に自治活動に必要な備品の整備に要

する経費の助成を行います。 

期待される 

効果 

12 地区の共通課題ともいえる、少子高齢化や人口減少の影響などを理由とした区加入率の低下、また自

治活動の担い手不足の進行を抑え、地域コミュニティの維持・活性化が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆翌年度における助成制度の活用に向け、区長会長・地

区振興協議会長の合同会議において申請に係る協議

をしていただきます（５月予定）。 

◆当該年度の事業については、市から 12地区に対して必

要な備品等を購入し、各地区へ譲渡します（８月以降）。 

◆翌年度における助成制度の活用に向け、区長会長・地

区振興協議会長の合同会議において申請に係る協議

をしていただきます（５月予定）。 

◆当該年度の事業については、市から 12地区に対して必

要な備品等を購入し、各地区へ譲渡します（８月以降）。 

予算額            ２，７６０千円 計画額（概算）        ２，７６０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ― 

 

 4 

事 業 名 地区公民館のコミュニティセンターへの転換の推進 担当課 地域振興課 

事業内容 
地区公民館の地域振興拠点としての機能強化の第一段階として、地域と協議しながら（仮称）地区コミ

ュニティセンターへの転換を推進します。 

期待される 

効果 

行政の各分野において行政と地域とが一体となって社会課題に対応する体制の基盤の確立に向けた、地

域振興拠点の整備の進展が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

◆地域振興拠点及びまちづくりの拠点として位置付け

るコミュニティセンターの運営については、地区コミ

ュニティセンター運営協議会にて運営内容を協議し

ていきます。 

◆中央コミュニティセンター及び地区コミュニティセ

ンターの施設及び設備の修繕を行います。 
 ※コミュニティセンター維持管理事業（旧公民館施設

改修事業）の年度別事業内容の再掲 

◆地域振興拠点及びまちづくりの拠点として位置付け

るコミュニティセンターの運営については、地区コミ

ュニティセンター運営協議会にて運営内容を協議し

ていきます。 

◆中央コミュニティセンター及び地区コミュニティセ

ンターの施設及び設備の修繕を行います。 
 ※コミュニティセンター維持管理事業（旧公民館施設

改修事業）の年度別事業内容の再掲 

予算額            ５，０００千円 
※コミュニティセンター運営管理事業（旧公民館施設改

修事業）の予算額の再掲 

計画額（概算）        ５，０００千円 
※コミュニティセンター運営管理事業（旧公民館施設改

修事業）の計画額（概算）の再掲 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ○ 国土強靭化計画 ○ 都市計画マスタープラン ○ 
  



１０９ 
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 1 

事 業 名 市民活動総合補償制度 担当課 地域振興課 

事業内容 
市民活動に参加しやすい環境を整えるため、市民活動中の事故によるけがや賠償責任を補償する保険に

市として加入します。 

期待される 

効果 
市民活動に参加しやすい環境が整うことにより、市民活動の活性化が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

市民活動中の事故への対応として保険に加入します（４

月１日から１年間）。 

市民活動中の事故への対応として保険に加入します（４

月１日から１年間）。 

予算額              ４８７千円 計画額（概算）         ４８７千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 2 

事 業 名 市民活動情報コーナーの運用 担当課 地域振興課 

事業内容 
市役所１階及びサンピア１階の市インフォメーションスペース（とっちーの部屋）において、市民活動

団体等の活動内容や会員募集等の広報物を掲示することで、市民活動団体等の情報の発信や交換を支援

します。 

期待される 

効果 
市民活動団体等の情報の発信や交換を支援することにより、市民活動の活性化が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

市民活動団体等の活動内容や会員募集等の広報物の掲

示の申込みがあった際には、市役所１階及びサンピア１

階の市インフォメーションスペース（とっちーの部屋）

において、一定期間掲示をします。 

市民活動団体等の活動内容や会員募集等の広報物の掲

示の申込みがあった際には、市役所１階及びサンピア１

階の市インフォメーションスペース（とっちーの部屋）

において、一定期間掲示をします。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

7-⑵ 様々な主体との協働の推進 

地域コミュニティのほか、特定の目的を持った人々によって構成されるボランティアグル

ープや市民活動団体などの様々な主体との協働による行政運営を行います。 
施策の 

方向性 

S D G s 

の目標 

主要事業 



１１０ 

 

 3 

事 業 名 市民活動支援制度 担当課 地域振興課 

事業内容 
ボランティア活動団体をはじめとする市民活動団体に対し、事業の円滑な遂行やその定着のための支援

を行います。 

期待される 

効果 
事業の支援を行うことにより、市民活動団体による公益的な活動の一層の展開が図られます。 

年
度
別
事
業
内
容 

１年次（令和６年度） ２年次（令和７年度） 

公益的で不特定多数の利益の増進に寄与し、市の施策と

の整合性が認められる市民活動に対し、公の施設の優先

的利用、貸出用備品の優先的貸出し、市広報紙への団体

活動紹介記事の掲載等といった必要な支援を行います。 

公益的で不特定多数の利益の増進に寄与し、市の施策と

の整合性が認められる市民活動に対し、公の施設の優先

的利用、貸出用備品の優先的貸出し、市広報紙への団体

活動紹介記事の掲載等といった必要な支援を行います。 

予算額                ０千円 計画額（概算）            ０千円 

経営重点戦略 ― 総合戦略 ― 国土強靭化計画 ― 都市計画マスタープラン ― 

 

 



 


